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序章 本調査研究の基本的課題 
 
第１節 ｢平成の大合併｣と喘ぐ自治体 
 一部大都市を除いて、日本全国の基礎自治

体が喘ぎ始めている。明治以降、「平成の大

合併」前までの日本の地方行政制度は、いわ

ゆる国民統制のための行政体系から地方公

共団体の自治を住民によって進める行政体

系へと、戦後改革を機に大きく転換するが、

その基本は民衆を教育して国民化し、管理す

る制度である国民教育制度、すなわち小学校

を基本とする学校制度と表裏一体の関係を

もって構築され、運用されてきたといってよ

い。そこでは、強固な国家意識を持ち、国家

的な発展とくに経済発展と自らの生活の向

上を一体のものとしてとらえる、勤勉な労働

者であり、かつ購買力旺盛な消費者である国

民が自治体の住民として生活することが予

定されていた。それはまた、産業革命以降の

大規模な工業生産を基本とする経済発展モ

デルと、それをもとにした国家モデルを基礎

に、民衆を画一化し、均質化する、つまり国

民として育成しつつ、その基本的な生存と福

祉を住民生活のレベル、つまり自治体によっ

て保障するための行政体系であったといっ

てもよいであろう。そこでは、行政の基本単

位と民衆を国民へと育成する単位つまり学

校（校区）とは重ねられていた。 
 しかし、このような民衆の国民化つまり国

家への求心力を高めるための地方行政＝自

治の制度は、住民の中にいわば疑似地縁共同

体とでも呼ぶべき組織を形成しなければ、十

分に機能し得ないのも事実であった。それ

が、町内会や自治会と呼ばれる住民の自治組

織である。そして、この町内会や自治会とい

う居住地に即して組織される疑似地縁共同

体は、明治期の町村と同じように多くは小学

校区を基礎単位として組織され、そこに子供

会や青年団・女性会（婦人会）、さらには老

人会（老人クラブ）という年齢と性別に応じ

た地縁組織がつくられ、また消防団などの自

主防災組織が設置されるなどしている。国民

が住民として地域コミュニティの自治的な

諸活動を展開することの上に、はじめて地方

行政＝自治制度が機能する構造がとられて

いるのである。また、農山村では、その基本

単位は、小学校区よりも狭い地縁的な居住地

区で、神社や寺院など民衆の生活感覚により

近いところが拠点化されて、その地縁共同体

的な性格が強固に維持されてもきた。この意

味では、日本の地方行政＝自治制度は、いわ

ゆる近代的な国家システムとしての地方公

共団体＝自治体制度と旧来の地縁関係に定

礎された地縁共同体的な住民の自治組織の

二重の構造をとることで、機能してきたとも

いえる。 
 そして、後者の地縁共同体的な自治組織

が、たとえば経済の発展による住民の流動化

によって、また貨幣経済の農山村への浸透と

市場化の進展によって、さらには学歴社会の

形成による階層上昇への欲求の強まりと実

際の社会階層の流動化によって、徐々に解体

していく過程で、逆に基礎自治体が財政を動

員して、住民サービスと福祉の拡充を進める

ことで、これら疑似地縁共同体の解体の穴埋

めをし、地域住民に手厚い行政サービスを提

供することによって、住民の基礎自治体への

求心力と国民の国家への求心力を維持して

きたという一面がある。それを支えてきたの

が、いわゆる補助金行政、つまり利益誘導

型・分配型の政治であった。明治以降、｢平

成の大合併｣以前の市町村合併は、基本的に

この近代産業社会を基礎に持つ国民国家シ

ステムをメンテナンスする目的で行われて

きたといってもよいように思われる。 
 しかし、「平成の大合併」と呼ばれる合併

は事情が異なる。そこには、次のような社会

の構造的な変容が背景として存在している。

経済のグローバル化にともなう日本社会の

構造改革によって、また少子高齢化の急速な

進展という人口構成の急激な変容によって、

さらには社会の大衆消費社会への移行にと

もなう価値観の多様化と経済のサービス化

の進展によって、従来のような産業社会にお

ける大量の若年労働力の確保と巨大な国内

市場の形成が不要化し、かつそれらを保障し

得る条件が日本国内から消えるにともない、

政府が国民を保護し、福祉を拡充することに

対する熱意を急速に失ってきている。加え

て、経済構造の変容が導く税収の急激な落ち

込みと膨大な財政赤字の恒常化が、政府の福

祉領域からの撤退を余儀なくしている。この

ような社会構造の変容によって、利益分配の

ための地方行政制度を維持する意味と客観

的な条件が崩れ始め、従来の行政システムに

替わる効率性と自己決定・自己責任を基本と
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した広域的な行政システムの形成が国主導

で進められることとなった。市町村合併に先

立って進められた消防・警察および福祉・保

健衛生の広域化、そして合併にともなって急

速に進められている学校の統廃合がそのこ

とを如実に物語っている。これが「平成の大

合併」だといってよい。福祉･保健衛生･安全･

教育という人々の生活そのものに直接関わ

る行政領域の効率化、つまり行政的な負担軽

減が目指されているのである。しかも、合併

によって従来の基礎自治体の中心にあった

役場は支所へと再編され、自治体行政が職員

の数と地域住民への関わりという目に見え

る部分も含めて、住民から疎遠となり、住民

の自治体への求心力が低下していくことに

なる。 
 ｢平成の大合併｣では、これまでの合併のみ

ならず、従来の日本という国の作り方とはベ

クトルが逆になったのだといってよいであ

ろう。民衆を国民化し、国家への求心力を高

めるとともに、勤勉な労働力であり旺盛な消

費者である人々をつくりだすための学校教

育が国家システムの基本単位であることは

なくなり、学校とくに小学校の統廃合が進め

られて校区は広域化され、従来の地域コミュ

ニティの文化的な紐帯が切断されるだけで

なく、都市部においても、通学区の自由化つ

まり校区の解体が進められることで、学校

(校区)は地域コミュニティつまり住民の自

治単位ではなくなり、人々は地域社会にとも

に住んでいるという感覚を失いつつある。ま

た、上記のような生活に関わるさまざまな行

政サービスの合理化が進められることで、住

民は自治体への求心力を低下させていく。 
 さらに、すでに疲弊している疑似地縁共同

体的な自治組織に対して、従来のような行政

サービスによる補填がなされなくなること

で、住民の地域社会への関わりが薄くなるだ

けでなく、必要とされる行政サービスが末端

まで行き届かなくなることが起こり得るよ

うになる。地域コミュニティが溶解していく

のである。 
 
第２節 地縁的自治組織の解体と自治体の

疲弊 
 このような｢平成の大合併｣における基礎

自治体の疲弊と近年顕著になっている東京

圏を中心とした人口の過度の集中つまり地

方からの人口流出は、地方自治の現場におい

て相互に絡み合っているように見える。従来

の経済発展と国家的な統合を目的とした社

会においては、疲弊し、解体が進んできた地

域コミュニティの疑似地縁共同体的な組織

の活動を、それを基礎として機能し、またそ

れを支えることで自らの行政領域を拡張し

てきた基礎自治体が補填し、行政サービスと

して拡充することで、地域コミュニティとそ

こに生きる人々の生活は何とか持ちこたえ

てきたという一面がある。しかし、｢平成の

大合併｣は、基礎自治体の行政サービスを後

退させることで、地域コミュニティの解体を

導き、その結果、地域コミュニティは人々が

地縁関係において結びつく場でもなければ、

就労の場でもなく、また自らの生活をきちん

と立てることで自らの尊厳を得る場でもな

くなり、急速な地域資源の枯渇が招かれるこ

ととなった。地域コミュニティは、人が生き

るに魅力ある場ではなくなり、人々の離反を

招き、とくに若年者は都市的な場へと自ら移

動をしていく。そして、残された高齢者は、

その社会的な生の十全性を失い、気力は萎え、

農村部はその集落機能を著しく低下させる

ことになる1。 
 このことは、農山村の疲弊のメカニズムと

も重なり合っている。たとえば、中国地方の

中山間地における集落調査の知見は、次のよ

うな人口と集落機能の動態を語っている。ま

ず、社会経済の動向により｢人口の空洞化｣

が進展する。この時点では、「むら」から若

年者を基本とした多くの人口が都市へと流

出し、人口の急減が招かれるが、高齢者を中

心とした家族の機能は保たれるため、村落機

能は急激には解体しない。その後、人口の社

会減が落ち着き、高齢者中心の｢むら｣の人口

が自然減を迎えるにつれて、家族が解体を始

めて「むら」の村落機能の急激な低下が招か

れ、「むらの空洞化」が進展し、とくに生産

                                                      
1 牧野篤他「過疎・高齢地区における住民の生活

と今後の課題：豊田市合併町村地区調査報告」東

京大学大学院教育学研究科社会教育学・生涯学

習論研究室『生涯学習・社会教育学研究』第 33
号、2009 年、牧野篤「過疎化・高齢化対応コミ

ュニティの構想：3 つの事例より」東京大学大学

院教育学研究科社会教育学・生涯学習論研究室

「学習基盤社会研究・調査モノグラフ 1」2010
年などを参照。 
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と道普請など「むら」の経済生活に関わる面

での組織や機能の低下が著しく進展する。続

いて、高齢者の死亡や都市部への流出(呼び

寄せ)などにより、「むら」の機能はさらに低

下し、いわゆる「限界集落」状態となる。そ

の後は住民があきらめの意識にとらわれる

ことで無気力化し、村落機能が停止、そして

「むら」は無住化し、消滅する2。 
 基礎自治体が直面している機能不全の実

態において問われるべきは、近代産業社会を

基礎に構築されている｢経済｣と｢福祉｣とい

う国家の富の生産と分配システムの構造的

な変容がもたらす地方行政制度の不全化だ

けでなく、むしろ地域コミュニティにおける

富の生産と分配の様式によって決定され、ま

た国家的な富の生産と分配の民衆の生活レ

ベルにおけるあり方に影響を与え、かつ地方

行政＝自治制度を有効に機能させてきた｢文

化｣に属するものの不全化、より端的には地

域住民の｢存在｣にかかわる意識の領域に属

する問題であるといってよいように見える。 
 しかも、このような農山村の地域コミュニ

ティにおける地縁的自治組織の解体と基礎

自治体の疲弊化は、人口の流出先である大都

市における人口集積地区とも地続きである。

長引く不況と経済システムの変容により、い

まやいわゆる非正規就労者は全雇用者の三

分の一、1700 万人を超え、失業率は 5 パー

セント前後に高止まりし、新規大卒者の内定

率は 80 パーセントである。基本的な経済生

活を保障されない中で、人々が自らの居住す

る地域コミュニティを自治的に治めること

は不可能であり、都市部における町内会など

の自治組織の疲弊も著しい。さらに、雇用の

喪失や生活・地域自治の疲弊による人間関係

の切断は、人々とくに勤労者に自らの存在へ

の確信と相互承認関係を喪失させ、自殺者数

の増加を招いている。日本社会では 1998（平

成 10）年以降連続 13 年、年間自殺者数が 3
万名を超え続けている。 
 このような地縁的自治組織の解体は、基本

的にはその基礎にあった地域の地縁的な人

間関係が切断され、また崩れていることに起

因する。それはまた、過疎化と高齢化という

                                                      
2 たとえば、小田切徳美『農山村再生：｢限界集

落｣問題を超えて』岩波ブックレット、2009 年、

pp.48-49 など。 

昨今の日本社会で急速に進展している社会

構造の変容と無縁ではなく、それが農村や中

山間村といわず、都市部においても現象化し、

社会問題化しているところに大きな特徴が

ある。一時、人口に膾炙した限界集落のみな

らず、都市部で急速に高齢化し、人口の減少

を見せている「旧」ニュータウンや団地、さ

らには都市近郊の「旧」新興住宅地などがそ

の一例である。すでに「限界団地」なる言葉

も使われ始めている。 
 これらの地域コミュニティでは、すでに青

年団、婦人会（女性会）、子供会などの地縁

的自治組織は壊滅状態であり、自治会・町内

会などの自治組織や老人クラブなども機能

不全に陥り、また解消されてしまったところ

も多々存在する。その上、これら地域では、

青年団や婦人会（女性会）が消えた時点で、

自主防災組織である消防団も姿を消してお

り、災害時の初動態勢が不安視されている。

生命に直接関わる事態に、近隣による第一次

的な救助活動が行われ得ない危険があるの

である。 
 私たちは、いまや、生きるに値する社会を

つくりだすためにも、「経済」と「福祉」と

「文化」を改めて結びつけつつ、人々の生活

を保障し、その生存を「存在」において担保

する地域コミュニティの新たな創造を迫ら

れているといってよい。 
 
第３節 本調査研究の課題 
 私たち調査チームが飯田市に注目するの

は、その公民館を基本とした社会教育実践の

歴史と実績にある。つまり、地域コミュニテ

ィにおける｢文化｣的なものの果たす役割の

変容をとらえることができるのではないか

と考えられるのである。もともと合併自治体

である飯田市は、合併後も、旧町村の自治単

位に公民館を設置し、専任職員としての主事

を配置するとともに、住民による学習を組織

して、住民による学習活動の実践だけでなく、

住民による地域のまちづくり実践の展開を

保障するなど、極めて高い地域自治のあり方

を実現してきた。それはまた、旧来の町村が

強固に持ち続けてきた地縁的な共同体の論

理を、公民館を中心とする学習の拠点におい

て組織し返すことができていたことを示し

ている。 
 しかし、既述のような社会的・経済的な構
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造変容は、飯田市の社会教育にも大きな影響

を及ぼし、従来のような社会教育行政と実践

の継続では対処しきれない問題に直面して

いるようにも見える。飯田市では、この問題

を解決するために、2005（平成 17）年の合

併を機に、行政のあり方を、従来の地域自治

を基礎として、分権型に切り替える試みが進

められている。そこでは、従来のような極め

て強固な地域自治に支えられる公民館活動

を基礎とした社会教育の実践と地域コミュ

ニティのあり方から、より柔軟な多様性を持

った地域住民の組織との連携によって、旧来

の住民の地縁的自治組織に代わる住民の自

治をつくりだそうとする方向性が模索され

ている。そのためにこそ、公民館を中心とし

た社会教育が地域住民との連携を強化し、新

たな地域社会のアクターを育成していく中

核的な役割を担うべきであるとされる。この

過程で、疲弊し、解体していく旧来の自治組

織に代わって、住民の自発的な意思に基づく

新たなアクターとしてのボランティア組織

や NPO などの組織が、地域の協議会へと組

織化され、地域コミュニティを新たに結び直

し、自主的で自律的な地域コミュニティを再

生する可能性が探られているのである。その

一つの形が、地方自治法にもとづいて 2007
（平成 19）年 4 月に制定された自治基本条

例とこの条例によって行われた地域自治組

織の導入である。この地域自治組織は、①地

域自治区と②まちづくり委員会とからなり、

①地域自治区には市の組織として地域協議

会とその拠点である自治振興センターが設

けられ、②まちづくり委員会には住民組織と

して、従来の自治会などの自治活動組織が委

員を選出している。 
 地域協議会には、地域住民の自発的意思に

基づくさまざまな組織・団体の代表者や個人

が市長からの委嘱により参加しており、地域

自治区の運営についての議論を重ね、行政に

よる施策や事業を審議する機能を担うこと

になっている。また、まちづくり委員会には

従来のいわば地縁的な自治組織である自治

会や区・常会などが代表者を選出して、各地

域の実情や課題に即して組織される委員会

に参加し、各地域課題の解決のための活動を

進めることとなっている。公民館も地域の団

体としてこの委員会に参加している。その上

で、まちづくり委員会の代表者が地域協議会

にも参加し、地域協議会との連携が図られて

いる。飯田市の新しい地域自治の仕組みでは、

いわば、旧来の自治組織とその連合体さらに

新しい地域協議会との三重構造がとられて

いるといえる。しかし、この三重構造をとる

地域の自治的な組織のあり方がどのように

機能すべきなのか、いまだ模索の段階にあり、

今後の展開は十分に見通されたものとはい

いがたい3。 
 この試みは一面で、旧来の自治組織が解体

し、また行政的な補填が後退することで生じ

る社会の欠落を、一方でまちづくり委員会と

いう形で組織化して、地域課題対応型に切り

替えつつ、他方で、より自主的で自発的な組

織の協議体によって地域社会を覆うことで、

補おうとする、またはいわばジグソーパズル

のピースをはめるように代替する新たなア

クターを準備しようとするイメージに近い

ものであるといえる。しかし、地域課題対応

型の組織は、何を地域課題とするのかによっ

て、課題の取りこぼしを起こしやすく、地域

住民の生活全般をカバーするものではない。

また、新たなアクターはあくまで住民の自発

的な意思に基づく自主的・自律的な組織なの

であり、旧来の地縁共同体的な自治組織を代

替し得るのかどうかは不明である。もし、こ

れら住民の自主的・自律的な組織が旧来の自

治組織を代替し得ない場合、地域コミュニテ

ィそのものが機能不全を起こす可能性も否

定できない。 
 この意味では、飯田市においては、従来の

ような極めて強固な地域自治に支えられる

公民館活動を基礎とした社会教育の実践と

地域コミュニティのあり方から、より柔軟な

多様性を持った地域住民の組織との連携に

よる、自らを組み換え続けることによって住

民の自治をより確かなものとしていく社会

教育実践への展開が求められているものと

とらえられる。それは言い換えれば、静的な

資源配置のためのコミュニティ・システムか

ら、動的な、常にそれ自らが変化し続けるこ

とで、新たな仕組みを構築し続ける、関係性

としてのコミュニティ・プロセスへの展開が

求められてもいるということであろう。この

                                                      
3 筆者ら東京大学大学院教育学研究科社会教育

学・生涯学習論研究室による飯田市への訪問調

査（2010 年 3 月 17 日−18 日）による。 
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意味では、上記のような三重構造をとる地域

の自治組織が、三重の構造をとるが故に常に

対流の関係を形成して、変化し続けることで

こそ、地域の安定を生み出すことにつながる

ようなあり方を生み出すことが求められる。 
 この論理においては、旧来のような共同体

規制から解放された自由で孤独な個人が、顔

の見えない市場において生産と消費を繰り

返す不安定な市場社会ではなく、相互承認関

係にもとづく、地域コミュニティに十全に位

置づいているという感覚を基礎にした、自己

がその地域コミュニティにおいて他者との

関係を十全に生きているという自由を獲得

しながら、他者との〈関係態〉である個人が

常に関係を組み換え、よりよい生を全うする

営みを続けることが生産と消費であるとい

う、安定的で、しかも動的な、常に移行し続

けることで、人々の生活基盤である「経済」

「福祉」「文化」をその「存在」において結

びつけ続けるコミュニティを構想すること

が求められる。それは、住民組織を地域の課

題に限定してとらえるのではなく、むしろ地

域コミュニティを、人々をその｢存在｣に即す

る形で結びつけていくための柔軟で重層的

なクラウド状の組織として構想することで

ある。そして、それは、住民の｢存在｣と深く

関わっているということにおいて、すぐれて

生涯学習の課題なのだといわざるを得ない。 
 このようなコミュニティのあり方を模索

し、実現し続けていくためにこそ、地域住民

の学習を保障し、その拠点を整備する公的な

社会教育・生涯学習が果たすべき役割を突き

詰めていくことが求められる。それはまた、

動的であることで平衡状態を保ち得るプロ

セスとしてのコミュニティのあり方を、地域

住民の尊厳と存在にかかわる生活の地平で

構想しつつ、それを学習論として構成してい

くこと、そして、学習論を実践へと展開する

ことで、地域住民が自らを地域コミュニティ

に十全に位置づけ、他者との相互承認関係を

構築し、地域コミュニティを、学習に基礎づ

けられる相互関係の多重なネットワークで

覆いつつ、常に変化し続けながら住民の生活

を十全に保障し得る体系へと構築していく

ことを意味している。このことは、私的な活

動である学習が公共性を持っていることを

公的な保障の体系へと位置づけることを改

めて要請する。これこそが今日、公的な社会

教育・生涯学習に課せられた主要な課題の一

つであるといえる。そして、この社会教育・

生涯学習の地域における拠点が公民館なの

である。 
 以下、飯田市の自治体再編と社会教育行政

施策・実践に対する調査の結果をもとに、基

礎自治体の直面する諸課題を考察し、今後の

あるべき方向性について初歩的な検討を加

えたい。 
（牧野 篤） 

 
 
第４節 調査日程と報告書の構成 
１ 共同学習の経緯と日程 
 本報告書は、飯田市公民館と東京大学社会

教育学・生涯学習論研究室（牧野研究室）と

の、共同学習の成果をまとめたものである。

牧野研究室では、2010（平成 22）年 2 月に、

飯田市公民館と話し合いを持つ機会があっ

た。その際に近年、地域自治組織を巡る制度

改編の中で公民館の位置づけを巡って大き

な議論があり、公民館が今後目指すべき方向

を打ち出すことが求められていることをう

かがった。これを受け、飯田市公民館と牧野

研究室が情報の共有と意見交換を行い、同市

の公民館の今後のあり方を考える共同学習

会を開催する運びとなった。共同学習会・現

地学習会の日程・内容は、以下の通りである

（〈図表 1〉も参照）。 
 
2010（平成 22）年 共同学習会の日程 
・3 月 17 日（水）・18 日（木） 飯田市 現

地学習会（第 1 回） 
・6 月 30 日（水） 東京大学 共同学習会

（第 1 回） 
・7 月 22 日（木）・23 日（金） 飯田市 現

地学習会（第 2 回） 
・9 月 1 日（水） 東京大学 共同学習会（第

2 回） 
・10 月 22 日（金） 東京大学 共同学習会

（第 3 回） 
 
２ 報告書の構成 
 報告書の構成は、以下の通りである。 
 まず、序章では、近年の地方自治体を取り

巻く状況が描かれ、生活の基盤としての公民

館の役割を見て行くという全体を貫く視点

が提示される。 
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〈図表 1〉現地学習会の日程・内容（日付は全て 2010（平成 22）年） 

日程 場所 テーマ 話題提供者（敬称略・所属は当時）

14時〜15時 鼎公民館
地域自治組織の導入と
現状について

大蔵豊（地域づくり・庶務課）
吉川昌彦（同上）

15時〜17時 〃

鼎子育てネットワーク
「すくすくの樹」の取
組について

吉川由紀子（鼎子育てネットワーク「すくすく
の樹」代表）
山田安世（同前代表）
本島秀勇（鼎公民館主事）

9時〜9時30分 座光寺公民館
飯田市公民館の概要や
これまでの歩み

上沼昭彦（飯田市公民館主事）
倉田奨（川路公民館主事）

9時30分〜11時 〃
ゼミ生と職員との情報
交換

意見交換

11時〜12時30分 〃
座光寺地区の地域づく
りについて

小島稔（座光寺公民館長）
大澤兼正（座光寺公民館主事）

14時〜16時30分
柿野沢区民セン

ター

柿野沢地区の地域づく
りについて

宮内博司（飯田市柿野沢農家組合）
内山洋司（柿野沢区長）
長田保弘（前柿野沢区長）

9時〜11時30分 飯田市公民館
地域自治組織の導入と
公民館のあり方

関口節三（元自治協議会連合会会長）
宮下忠（元自治協議会連合会副会長）

13時〜14時 〃
社会教育機関としての
公民館の役割について

意見交換

14時〜16時30分 〃

ＮＰＯ法人や市民団体
の活動の現状と公民館
との連携の可能性

増田綾子（NPO法人「くらりnet」事務局）

桑原利彦（「 IIDA WAVE」ヘッドプロデュー

サー）

16時45分〜18時 〃
公民館主事とは：主事
OBを交え意見交換

松下徹（教育委員会生涯学習スポーツ課）
飯島剛（地球温暖化対策課）
清水秀敏（産業振興支援室）

9時〜12時 三穂公民館

まちづくり委員会と公
民館の連携の実態と成
果：三穂地区の取組か
ら学ぶ

塩澤正夫（三穂地区まちづくり委員会会長）
今村嘉孝（三穂公民館館長）

13時30分〜16時 竜丘公民館
竜 丘 地 区 に お け る地
域・学校・公民館の連
携について

下平隆司（前竜丘地区自治協議会長）
下平尚志（竜丘公民館主事）

7月23日（金）

7月22日（木）

3月18日（木）

3月17日（水）

 
 
 第 1 部の 1〜4 章は、飯田市の地域自治組

織と公民館を巡る制度的な位置づけについ

ての考察を中心にしている。1 章では、飯田

市の基礎的データを示している。2 章は、こ

こ 10 年程の地域自治区の導入と公民館の位

置づけの変化を説明するものである。3 章で

は、公民館の歴史と制度のまとめの後、飯田

市公民館の特徴についての考察がなされる。

4 章では、公民館の事業や活動の中心を担う、

公民館主事の「専門性」についての考察がな

される。 
 第 2 部の 5〜7 章は、飯田市における団体

や組織の活動についての考察がなされる。5
章は飯田市の地縁組織の歴史、6 章は志縁組

織の活動が紹介される。7 章では、地縁組織

と志縁組織の重なり合いの 1 つの事例とし

て、鼎地区の子育て支援団体の事例がまとめ

られている。 

 第 3 部の 8〜11 章は、飯田市各地区の地域

づくり、文化活動についての聞き取り結果を

まとめたものである。8 章では、文化的なま

ちづくりを志向する座光寺地区の取り組み

が、9 章では柿野沢地区の歴史的な地域づく

りの経緯が紹介される。10 章・11 章では、

三穂地区でのまちづくり委員会と公民館の

連携と、竜丘地区の学校と公民館の連携の事

例がまとめられている。これら各章を通じ

て、飯田市各地区で公民館が果たしてきた役

割の一端をうかがうことができる。さらに

12 章に、飯田市公民館が実施したアンケー

ト調査の単純集計の結果を掲載した。調査の

設計や分析には、牧野研究室のメンバーも参

加しており、この調査自体が共同学習の一環

としての側面を有している。 
 終章では、これら各章の考察を受けて、「開

かれた自立性」の構築に向けて、公民館が果

-  8  -



 
 
  

- 9 - 

たすべき役割が、「人材サイクル」の観点か

ら考察されている。なお、補論には、今回の

共同学習から派生した個人研究の論考を集

録した。（1）人形劇フェスタに参加した感想、

（2）どっきどきスクール」（鼎地区における

夏休みの居場所づくりの取り組み）の事例報

告、（3）飯田市の青年団研究のレビューの 3
本である。 
 それぞれの章は、共同学習・現地学習を通

じて学んだことを、執筆者の関心にひきつけ

て執筆したものである。報告書の作成に当た

っては、飯田市公民館に基本的な事項や事実

関係などの確認をお願いしているが、各章の

考察の内容の責任は全て執筆者にある。 
 飯田市公民館の方々と共同学習を行う中

で、そして現地学習会で様々な方々のお話を

うかがう中で、改めて公民館の持つ可能性を

感じとることができた。この報告書は様々な

角度から、公民館の意義と課題に焦点を当て

たものとなっている。分析や考察が不十分な

点は多々あるが、それらは今後共同学習を続

けていく中での課題とさせて頂きたい。 
（荻野 亮吾） 
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第１部 地域自治組織と公民館 
第１章 飯田市の概要 
 
 飯田市は、日本列島の中央、長野県南部に

位置する市である。中央アルプス（木曽山脈）

と南アルプス（赤石山脈）に挟まれた伊那谷

と呼ばれる盆地の中にあり、下伊那地域の中

心都市として発展してきた。古くから飯田は、

東西を結ぶ街道と南北を貫く街道が交差す

る場所として、交通の要となっていた。諏訪

湖から流れる天竜川が市域の中央を流れ、両

アルプスに挟まれた豊かな自然を有してい

る。また、山国でありながら、祭りや芸能、

味覚などに見られるように、高い文化的気風

があり、「信州の小京都」とも言われている。

現在では、近隣の町村と南信州広域連合の形

成し、中心的な役割を担っている。 
 飯田市の始まりは、1937（昭和 12）年に、

当時の飯田町と上飯田町が合併して市制を

施行させたことによる。それ以降、合併を繰

り返しながら市域を拡大させていった。現在

の飯田市は、人口 105,372 人、世帯数 37,801
世帯（2010（平成 22）年 3 月 31 日現在）で

ある。2005（平成 17）年の国勢調査（2005
年 10 月 1 日時点）によれば、飯田市の年齢

別人口割合は、15 歳未満が 14.8％、15 歳か

ら64歳が59.1％、65歳以上が25.9％である。

世帯の割合で見ると、核家族世帯の割合が

53.2％、単独世帯が 22.8％となっている。就

業者数に見る産業部門別割合としては、第 1
次産業就業者の割合が 11.1％、第 2 次産業が

33.9％、第 3 次産業では 54.3％である。 
 飯田市の市長として、1988（昭和 63）年

から 4 期 16 年間の長期にわたって田中秀典

氏が在任していたが、2004（平成 16）年の

任期満了に伴って引退した。同年 10 月の市

長選挙（投票率 69.7%）で初当選したのが牧

野光朗氏で、現在 2 期目（2010（平成 22）
年 4 月現在）である。牧野氏は 1961（昭和

36）年 8 月 16 日飯田市生まれで、早稲田大

学政治経済学部を卒業後、日本開発銀行

（現・日本政策投資銀行）に入行、同行にて

フランクフルト駐在員や大分事務所長等を

経て、2004（平成 16）年 3 月に退職してい

る。現在は、飯田市長として、リニア・三遠

南信自動車道などの交通インフラ整備の実

現を見据えながら、定住自立圏などを含めた

地域連携・共生の取組みに力を注いでいる。 

 次に議会についてである。飯田市議会を構

成する政党・会派と議員数は、会派のぞみ 8
名、会派みらい 5 名、公明党 3 名、市民パワ

ー3 名、日本共産党 3 名、無所属 1 名である。 
次に、飯田市の財政状況についてである。平

成 20 年度決算では、財政力指数 0.59、経常

収支比率 89.3％となっており、およそ全国で

見た場合の平均的な財政状況である。 
 飯田市の予算については、費目別予算の推

移を見たのが〈図表 2〉である。2002（平成

14）年から 2005（平成 17）年の間の予算総

額が抑制されているが、2005（平成 17）年

10 月 1 日に上村、南信濃村との合併を経て、

2006（平成 18）年以降は 400 億円前後を推

移している。費目別で見た場合、教育費は

1998（平成 10）年度には高い割合を示して

いたが、それ以降、2005（平成 17）年度ま

で、徐々に予算額を減じてきている。2006
（H18）年度以降、予算総額に占める教育費

の割合は 10～11％程度を推移している。教

育費以外では、民生費や衛生費は増額傾向に

ある一方、土木費は減額していることが分か

る。 
 教育費の内訳の推移を示したのが〈図表3〉
である。近年の教育費はおよそ 40 億円前後

を推移している。特筆すべき点としては、教

育費総額に占める社会教育費の割合の高さ

である。1998（平成 10）年のように社会教

育費が教育費総額の半分以上を占めるとい

う状況は例外的だとしても、社会教育費が小

学校・中学校費の合計と同額ないしそれを上

回ることは、他の平均的な市を基準に考える

ならば、非常に珍しい状況と言える。もちろ

ん小・中学校費の程度は市域の学校数やそこ

に居住する就学児童・生徒数に依存し、当該

地域の高齢化の状況や過疎・過密状況によっ

て異なるので、一概に任意の市を比較して多

寡の評価はできない。しかしながら、それを

考慮に入れたとしても、飯田市の社会教育費

の割合は比較的高い状況と言える。ただし近

年で見た場合には学校費の占める割合が高

まっており、一方で社会教育費は抑制されて

いるため、2005（平成 17）年以前の状況と

同様の比率で再び推移するようになる可能

性は考えにくい。 
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〈図表 2〉飯田市：費目別予算の推移 
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〈図表 3〉教育費内訳の推移 
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〈図表 4〉公民館費の推移 
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 社会教育費のうち、公民館の占める比率を

示したのが〈図表 4〉である。社会教育費の

増減に関わらず公民館費としておよそ一定

の額を推移してきたが、2007（平成 19）年

度以降は、それ以前よりも減額している。

2006（平成 18）年度以降は旧 2 村の合併に

よって公民館数自体は増えているが、予算額

が増額されずにむしろ減額されているよう

に見える。この理由は、委員報酬の廃止など

のほかに、あとの章で触れる「地域自治組織」

の導入によって、従来の分館補助金や地区公

民館事業費の一部を「パワーアップ交付金」

として「まちづくり委員会」の予算に編入し

たことによる見かけ上の減額である。 
 以上、飯田市の地勢と人口動態、財政状況

や予算の推移等を概観した。その他、市町村

合併の経緯や地区別の状況等については、後

の章に委ねることとする。 
（佐藤 智子） 

 
 

第２章 地域自治区の導入と公民館の位置づけ 
 
 飯田市は 2007（平成 19）年 4 月より、地

方自治法に基づく地域自治区を導入した。本

稿では、この地域自治区導入に伴って、飯田

市において地域の任意団体等がどのように

再編され、公民館の位置づけが人々の間でど

のように認識されてどのような議論の状況

にあるのかを整理することを目的とする。そ

こで、はじめに飯田市の各地区の概要をまと

めた上で、次に飯田市の地域自治組織の概要

と地域自治区導入の経緯を整理する。最後に、

飯田市の公民館の位置づけと再編の経緯に

関して所見を述べることとする。 
 
第１節 飯田市の合併の経緯と各地区の概

要 
 1889（明治 22）年、飯田町、上郷村、竜

丘村、三穂村、伊賀良村、山本村、下久堅村、

松尾村、鼎村、千代村等が町村制を施行させ

た。1937（昭和 12）年、飯田町と上飯田町

が合併したことにより飯田市が発足した。こ

の時の飯田市は、面積 95.89ｋ㎡であった。

1956（昭和 31）年、飯田市と座光寺村4、松

                                                      
4 座光寺村は旧飯田市と合併したが、座光寺村

と旧飯田市の間に位置する上郷村が合併に合意

しなかったため、その後しばらくは座光寺地区

尾村、竜丘村、三穂村5、伊賀良村、山本村、

下久堅村が合併して新たに飯田市となった。

この合併により、市域は 199.79ｋ㎡となる。

3 村が 1960（昭和 35）年に合併して発足し

ていた川路村6が、翌 1961（昭和 36）年に飯

田市に編入合併する。さらに 1964（昭和 39）
年、飯田市は龍江村、千代村、上久堅村7も

編入し、市域は 293.03ｋ㎡まで拡大した。

1984（昭和 59）年になると鼎町を編入合併

し、1993（平成 4）年には上郷町を編入する。

この時点で、飯田市の面積は 325.35ｋ㎡とな

った。2003（平成 15）年から 2005（平成 17）
年にピークを迎えたいわゆる「平成の大合

併」の中で、飯田市はさらに隣接する上村、

南信濃村を編入する。上村はおよそ 127ｋ㎡

の面積で、合併時の人口が 700 人程という過

疎化の進んだ小さな村だった。南信濃村も

207ｋ㎡という広大な面積の中に人口が

2,200 人に満たない状況であった。旧上村・

旧南信濃村の区域は「遠山郷」とも呼ばれ、

飯田市の中心市街地とは山を隔てており、他

村を経由しないと往来できない。特に旧上村

の「下栗の里」は「日本のチロル」と称され

る。南アルプスを望む標高 1,000ｍの場所に

位置し、急勾配の山肌に人々が生活し、日本

の原風景が残る場所として雄大な景観が保

たれている。 
 2005（平成 17）年以降の地区別の人口と

世帯数の推移は、〈図表 5〉〈図表 6〉の通り

である。いずれも際立った増減は見られない

が、各地区の人口および世帯数は大きく異な

っている。〈図表 7〉は、各地区の平均世帯

人数を算出したものである。これも三世帯同

居の割合が高いと思われる地区から、核家族

世帯や単身世帯が多いと思われる地区まで、

地区によって大きな差があると思われる。ま

た、最近数年の間に世帯人数の減少（核家族

化の進行）が見て取れる。 

                                                                                
が「飛び地」となっていた。 
5 三穂地区（旧三穂村）には、小笠原氏の陣屋で

あった旧小笠原書院が残されている。 
6 川路地区（旧川路村）には、名勝として有名な

天竜峡がある。 
7 上久堅地区（旧上久堅村）には神之峰城址があ

る。 
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〈図表 5〉飯田市の人口（地区別） 
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〈図表 6〉飯田市の世帯数（地区別） 
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〈図表 7〉飯田市の世帯人数（地区別） 
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第２節 地域自治組織の概要 
 飯田市は、従来から、概ね小学校区を単位

として自治会や公民館を中心とした地域運

営を行ってきた。飯田市役所の中でも、飯田

市民は「進取の気質」や「自主自立の精神」

を基盤として地域運営を担ってきたと評価

しており、そのような「自治」の気風が歴史

的・文化的に根づいている地域と考えられて

いる。 
飯田市内には 20 の地域自治区が設置され

ている。地域自治区には、地方自治法第 202
条の 4 以下で規定されるものと、市町村の合

併の特例等に関する法律第 23 条以下で規定

されるものの 2 種類がある。そのうち上村と

南信濃の 2 地区は、「市町村の合併の特例等

に関する法律」（以下、合併特例法）による

設置となっている。上村と南信濃村が編入合

併したことによって、飯田市は、旧村区域に

合併特例法に基づく地域自治区を 2011（平

成 23）年 3 月 31 日を期限として設置してい

る。この 2つの地区を除いた 18の地区では、

地方自治法第 202条の 4の規定に基づいた地

域自治区を設置している。設置の趣旨として

は、「市民に身近な事務事業を市民の意見を

反映させて処理するとともに、地域の自治を

促進するため」（「飯田市地域自治区の設置等

に関する条例」、第 1 条）とされている。各

地域自治区には地域協議会が置かれ、委員の

定員は 25 名以内で、「地域自治区の区域内に

住所を有する者」の中から、「(1)公共的団体

を代表する者、(2)学識経験を有する者、(3)
市長が適当と認める者」のいずれかに該当す

る者を市長が選任する（同条例、第 6 条）と

されている。委員の任期は 2 年で、再任を妨

げられない（同条例第 7 条）。また、委員に

は報酬は支給されない（同条例第 8 条）。 
 委員の選任に当っては、市長は、次の 2 点

を「総合的に勘案しなければならない」とさ

れている（「飯田市地域自治区地域協議会に

関する規則」第 3 条）。第 1 は「地域自治区

の区域に住所を有する者の多様な意見が適

切に反映されること」、第 2 は「委員の男女

構成等」である。 
 地域自治区の設置に併せて、飯田市では、

既存の地域団体を再編して、各地区に飯田市

独自の「地域自治組織」を発足させた（〈図

〈図表 8〉地域自治組織の導入 

 

出典：飯田市提供資料より。
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表 8〉〈図表 9〉を参照）。「地域自治組織」は、

条例によって定められた「地域自治区」内に

設置される「地域協議会」と、市の事務を分

掌しかつ地域協議会に係る事務を所掌する

ための事務所が置かれている「自治振興セン

ター」という公式の組織、そして「まちづく

り委員会」と呼ばれる任意団体によって構成

されている。まちづくり委員会の組織内には

諸委員会が置かれている。各委員会は、「ま

ちづくり委員会」全体の中の個々の部会とし

て位置づいている。「まちづくり委員会」が

任意団体であるため、各委員会の呼称や内容

も地区によって多少異なるが、主には、地区

内の単位自治会の連合組織である「地域振興

委員会」、環境保全やリサイクル活動を行う

「環境衛生委員会」、防災や防犯、交通安全

活動などを行う「生活安全委員会」、高齢者

や障害者支援、健康増進等の事業を行う「健

康福祉委員会」、「公民館委員会」などによっ

て構成されている。地域自治組織導入前の地

区公民館には、条例によって、文化、体育、

広報の 3 つの委員会を置くことが定められ

ていた。しかし現行の公民館ではその規定が

なくなり、例えば公民館委員会の中には、文

化、体育、公民館報や自治会報を発行する広

報の他に、そして青少年健全育成事業などを

行う健全育成などの委員会が置かれている。

女性委員会を組織している地区公民館もあ

る。 
 この「地域自治組織」導入の目的としては、

要約すると主に以下の 6 点が指摘された。 
 
・ 行政と住民との協働の場を創設し、

住民自治を拡充する。 
・ 地域住民に身近な事務を、行政が住

民の意向を踏まえて効果的に処理す

る。 
・ 地域住民の企画・立案機能が生かさ

れた個性豊かで魅力ある地域づくり

を実行する。 
・ 各種団体活動及び行政の支援体制の

再構築により、住民同士の連携・協

力による総合的な地域づくりを推進

する。 
・ 機能的・効率的な行政運営を実現す

る。 
・ （各種団体の）役員の負担を軽減し、

（次世代の）人材を育成する。8 

                                                      
8 飯田市提供の資料（2010 年 1 月 18 日打ち合わ

せ資料）より引用。 

〈図表 9〉地域自治組織のイメージ図 

 
出典：飯田市提供資料に基づいて、筆者が簡略化し作成。
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第３節 地域自治組織導入の経緯 

飯田市が「地域自治組織」を導入するまで

の経緯は以下のようなものであった9。2002
（平成 14）年、南信州広域連合から、当時

協議が始まりつつあった市町村合併に関し

て、合併が一郡一市となる場合の「地域自治

政府構想」や拠点支所構想が提案され、合併

を契機とする「地域自治組織」の必要性が謳

われた。飯田市議会の 2003（平成 15）年 12
月定例会では、上澤義一議員から地域自治政

府に関する質問がなされ、当時の田中市長が

答弁の中で「地域自治政府」の導入の意思を

示した。 
 
○上澤義一議員 
 「この地域自治政府というもののねらい

というのは、地域住民によるみずからの地

域づくりが、よりよく機能するんじゃない

かなというふうに期待を持っておるわけ

であります。私たちの会派みらいでも行政

改革研究部会、こういったのもありますが、

ここでも自治会のあり方について今、研究

を進めておるわけであります。そういった

意味でも、たとえ合併が実現しなくても、

この第２次まとめの地域自治政府につい

て飯田市の行政のあり方の一環として住

民による地域自治の仕組み、方策として私

は導入していくべきだというふうに思う

わけであります。」（2003（平成 15）年 12
月 10 日） 

 
○田中秀典市長 
 「自治政府について、どういう取り組み

をいたしていくのかというようなご質問

がございましたが、合併する、しないにか

かわらず、飯田市の住民自治の仕組みとし

て地域自治政府を導入いたしていくこと

につきましては、恐らくそういう論議をい

たしてまいりますと、近い将来、こういっ

た自治政府というものが必要になってく

る可能性があるのではないか、そんなふう

に私どもも考えておるわけでございまし

て、これからの合併の議論を深める中で、

この地域自治政府につきましても、さらに

また研究を深めていく必要があるだろう、

そんなふうに今、考えておるところであり

ます。」（2003（平成 15）年 12 月 10 日） 
 

                                                      
9 以下、飯田市提供資料や飯田市議会会議録を

参照。 

その後、市役所本庁内に「地域自治組織検

討プロジェクト」が立ち上げられた。国では、

第 27 次地方制度調査会の答申を受け、2004
（平成 16）年 5 月に、「市町村の合併の特例

等に関する法律」の公布、及び地方自治法の

改正を行った。これにより、市町村が条例に

よって 2 種類の地域自治区を設置すること

が可能となる。この法改正を受けて、飯田市

議会の 2004（平成 16）年 6 月定例会では、

市長が次のように所見を述べている。 
 
 ○田中秀典市長 

 「地域自治組織の重要な機能といたしま

して、住民自治を強化する観点から行政と

市民が相互に連携をし、ともに担い手とな

って地域の潜在力を十分発揮する仕組みを

作っていくことがあげられておりますこと

が、住民と行政の協働、地域づくりへの住

民参画を今後どう構築していくかが重要と

考えておるところであります。これまでに

市内１８地区に支所及び公民館を設置して

市民活動を支えてきた当市においては基盤

がありますので、そこを地域自治組織の事

務所として職員が一体となって地域づくり

の支援をすることになるであろうと、その

ように思っておるところであります。」

（2004（平成 16）年 6 月 14 日） 
 

さらに 9 月定例会には、牛山重一議員の質

問に対して、田中市長が以下のように飯田市

における「地域自治組織」導入の趣旨を説明

した。 
 
 ○田中秀典市長 

 「地域自治組織導入の趣旨は、本庁機能

を限定し、地域内分権を行い、住民自治を

強化し、住民に身近なところで住民に身近

な事務を、住民の意向をふまえながら処理

することが効果的であり、さらに地域自治

地区を行政と住民が連携して地域のコミュ

ニティ組織、NPO 等の様々な団体の潜在力

を引き出し、協働して地域づくりの推進体

制を築くことが重要と考えているところで

す。」（2004（平成 16）年 9 月 15 日） 
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引退を表明していた田中前市長の任期満

了に伴う 2004（平成 16）年 10 月の飯田市長

選挙で、牧野光朗氏が初当選する。この頃か

ら、公民館の館長会や主事会、教育委員会に

おいても、公民館と自治組織との関係につい

ての議論が積極化していく。同年 11 月には、

教育委員会が次のように見解を示している。

「従来どおり公民館を置き、職員を配置する。

公民館は教育委員会であるが、地域の中にあ

っては自治会をはじめ他の委員会等と連携

〈図表 10〉飯田市役所の組織図（関係部局のみ） 
地域づくり・
　　　　庶務課

・・・ 庶務係、自治振興担当、中山間地域担当、統計担当

市民活動支援担当、損害保険担当、庁舎建設担当

各自治振興センター （橋北、橋南、羽場、丸山、東野、座光寺、松尾、

　　下久堅、上久堅、千代、龍江、竜丘、川路、三穂、山本、伊賀良、

　　鼎、上郷）

人事課 ・・・ 人事係、職員係

財政課 ・・・ 財政係、管財契約係

税務課 ・・・ 諸税係、市民税係、資産税土地係、資産税家屋係

納税課 ・・・ 管理係、収納係

市民課 ・・・ 市民窓口係、住民記録係、定額給付金担当

総務部付

学校教育課 ・・・ 総務係、学務係、施設係、保健給食係、

小学校（丸山・追手町・浜井場・座光寺・松尾・下久堅・上久堅・千代・

　　千栄・龍江・竜丘・川路・三穂・山本・伊賀良・鼎・上郷・上村・和田）、

中学校（飯田東・飯田西・緑ヶ丘・竜東・竜峡・旭ヶ丘・鼎・高陵・

　　上村・遠山）、

共同調理場（丸山・矢高・竜峡・上村）、南信濃給食ｾﾝﾀｰ、

児童ｸﾗﾌﾞ（松尾・龍江・下久堅・橋南・伊賀良・浜井場・川路・切石・

　　上久堅・三穂・上郷）、

児童ｾﾝﾀｰ（丸山・竜丘・山本・座光寺・鼎）、児童館（別府・高松）

生涯学習
　・スポーツ課

・・・ 地育力向上係、文化財保護係、スポーツ振興係、

スポーツ施設係

歴史研究所 ・・・ 研究部、総務係

公民館 ・・・ 管理係、学習支援係、

地区公民館 （橋北・橋南・羽場・丸山・東野・座光寺・松尾・

　　下久堅・上久堅・千代・龍江・竜丘・川路・三穂・山本・伊賀良・

　　鼎・上郷・上村・南信濃）、

勤労青少年ホーム、勤労者体育センター

文化会館 ・・・ 管理係、事業係、人形劇のまちづくり係

中央図書館 ・・・ 情報サービス係、ビジネス支援係、鼎図書館、

上郷図書館

  分館（羽場・丸山・東野・座光寺・松尾・下久堅・上久堅・

   千代・龍江・竜丘・川路・三穂・山本・伊賀良・上村・南信濃）

美術博物館 ・・・ 庶務係、学芸係、自然分野担当、考古博物館

教
育
委
員
会

教
育
長

教
育
次
長

市

長

副
市
長

総
 
 

務
 
 

部
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し、地域一丸となって地域づくりを支援して

いく。」10 
 2005（平成 17）年も引き続き協議が行わ

れた。飯田市公民館に設置された「公民館体

制研究委員会」（館長幹事、社会教育主事、

公民館主事会正副幹事長等 12 名）では、「新

たな公民館ビジョン」の策定に向けて研究が

始められた。 
 その一方で、同年 12 月には、自治協議会

連合会から、市の基本方針に対する要望書が

提出された。その内容としては、公民館の教

育委員会部局から市長部局への移行、「行政

公民館」から「自治公民館」への移行（公民

館条例の廃止）等を求めるものであった11。 
 2006（平成 18）年 4 月、「公民館体制研究

委員会」における検討を経て、「新たな公民

館ビジョン」が策定され、それ以降、各地区

においても検討が重ねられた。以上の経緯を

経て、2007（平成 19）年 4 月、地域自治組

織が導入され、法定機関である「地域協議会」

と任意団体である「まちづくり委員会」から

構成されることとなった。 
 なお、導入から 2010（平成 22）年度現在

に至るまで、「地域自治組織」に係る事務は、

市役所本庁においては総務部の「地域づく

り・庶務課」が所掌している。一方で、公民

館に係る事務は、教育委員会事務局の所掌と

なっている。〈図表 10〉 
 
第４節 自治協議会連合会からの「自治公民

館」移行の要望 
 

2005（平成 17）年 12 月、自治協議会連合

会から、市の基本方針に対する要望書が提出

された。その内容としては、公民館の教育委

員会部局から市長部局への移行、「行政公民

館」から「自治公民館」への移行（公民館条

例の廃止）等を求めるものであった。 
2010（平成 22）年 7 月 22 日の現地学習の

機会にて、当時の自治協議会連合会の会長・

関口氏と副会長・宮下氏に、当時の経緯とそ

の背景にあった課題意識について伺うこと

                                                      
10 飯田市公民館提供の資料（「地域自治組織の導

入と公民館」別紙「経過の概要」）より。 
11 このような「自治公民館」への移行を主張し

た背景や経緯については、当時の自治協議会連

合会の会長・副会長へのヒアリングに基づいて、

次項にて詳述する。 

ができた。本節では、お二人のお話に基づい

て、従前の公民館体制等に関わる課題につい

て検討する。 
 当時の「自治公民館」移行の要望の背景に

あったもっとも大きな意図は、総合的な地域

運営の実現であった。地域の人口規模や公民

館との関わりについては、必ずしも各地区で

一様ではなかったが、地区内の各組織・団体

のあいだの「横の連携」が十分に図れていな

いという認識についてはおおよそ共通して

いたようである。各団体は、行政組織のタテ

割り構造に応じてそれぞれ活動を行ってお

り、個々には熱心に活動をしていたと言える

が、しかし「横の連携」がとれていなかった

がゆえに、地域で行われる行事や活動の日程

調整がうまくいかなかったこともあったと

いう。さらには、各団体相互の情報が流通し

ないという問題や、地域に関わる情報が全戸

に行き渡らない状況にも関連していた。しか

し、関口氏の発言を借りるならば、行政組織

のタテ割り構造とは無関係に、本来「地域は

1 つである」という認識が強くあり、それが

「自治公民館」移行という発想、ないし、現

行の「地域自治組織」の具体化につながって

いった。 
地域に存在した課題はそれだけではない。

産業構造の変化や少子高齢化等により、若者

が、地域行事や、さらには地域の「役」に関

わることが難しくなっている。従来、地域の

「役」とは権威が高いのと同時に負荷も大き

いものであり、地区によっては平日の昼間に

「役」の職務を果たすために、仕事を休まな

くてはならないほどであった。しかし、その

ような負荷を負うことが、現代の多くの就業

形態においては難しくなっており、このこと

が、自治会等の「役」の担い手不足に拍車を

かけている。地域運営の「総合化」を企図せ

ざるを得ない要因としては、このような「役」

の担い手不足があり、「総合化」することで

「役」の担い手となる人の負担を軽減し、効

率化によって「役」を整理統合することも想

定されていた。 
もう１つの問題は、地区によっては、自治

協議会に未加入の世帯の割合が多くなって

きているという点である。一方の、特に中山

間地域では、現在でも、未加入に対する強い

制裁が機能しているところがあり、そのよう

な地区では未加入問題は生じていない。しか

し他方で、人口が集中している地区や転入世
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帯の割合の高い地区では、このような未加入

率の高まりによって、地域としてのまとまり

が薄れ、地域の自治活動に対する参加率や参

加頻度の低下、参加への動機や意欲の低下が

問題となっている。 
次に、公民館に直接的に関連した課題とは

何であったのだろうか。「地域自治組織」導

入以前の公民館には、公民館運営審議会が設

置されていた。しかし、審議会での議論は必

ずしも活発ではなく、公民館長や公民館主事

からの提案をただ承認するだけという印象

を抱かせるものであったという。また、公民

館の専門委員については、公民館長が選任す

ることになっており、地区によってその運用

状況が異なるものの、必ずしもその選出過程

が地域住民に開かれた透明性のあるものに

なっていなかった。そのことが、自治協議会

等の「役」がボランティアである一方で、館

長には報酬が出されていたことの反感を招

く要因にもなっていた。公民館長は非常勤特

別職の嘱託職員であり、主には学校教員（特

に校長など）経験者が多数を占めてきたため、

公民館長のなかには、公民館を「教育施設」

として理解し、公民館にも学校と同様の「自

律性」や地域からの「独立性」を求める傾向

が強い場合も見られ、それが時として地域の

様々な団体との調整を難しくさせてしまっ

た可能性も考えられる。つまり、地域住民が

望む公民館の在り方と、公民館長が描く公民

館の理想的な役割期待が合致しないケース

においては、この考え方の違いが公民館と地

域住民との軋轢を生む要因となっていた。 
ここまでは、地域に存在する問題意識や公

民館に関わる課題に触れてきたが、「自治公

民館」移行を主張してきた当時の自治協議会

連合会と、飯田市役所、飯田市内の公民館関

係者の間で、合意できていたと思われる点も

いくつかある。 
その１つは、市役所職員による各地区への

職員配置が強く必要視されている点である。

その職員は、現在では教育委員会事務局職員

として各地区公民館に配置されている「公民

館主事」だが、「自治公民館」への移行を要

望した人たちにおいては、それは首長部局職

員でも良いということであった。しかし本来、

「自治公民館」というのは市役所の直接管理

を離れ、地域住民が主体的に運営するという

意味であり、現在の飯田市にある各「分館」

の形態と同じものである。よって、厳密な意

味において地区公民館の「自治公民館」への

移行を要望していたわけではなく、どちらか

というと、社会教育法に基づいて教育委員会

の権限に属する「公民館」を、その社会教育

施設としての位置づけを廃止して、首長部局

においても所管できる生涯学習支援施設に

制度上位置づけなおすことを要望していた

と解される。 
2 つめには、地域の自治活動を担う人材育

成が重要な地域課題であり、それは公民館だ

けではなく、地域全体で取り組むべきだとい

う考え方である。しかしこのことをもって公

民館が不要だと考えられていることを意味

しない。それとは逆に、そこで公民館が地域

づくりやまちづくり、地域人材の育成のため

に担うべき役割も重要だと考えられている

がゆえに、公民館の在り方が飯田市全体を巻

き込んだ争点になっているのだと言えるだ

ろう。 
 上記のような「自治公民館」への移行は、

直接的には実現しなかった。現行の「地域自

治組織」は、飯田市が培ってきた公民館の歴

史と実績を守っていきたいという意図と、総

合的な地域運営のためには公民館組織の改

編が必要だという要望の両者の意向を汲み

ながら、いわば調整と妥協の産物として出来

上がったものともいえる。そして、その評価

については「5 年後」とされ、まさにその 5
年目にあたるのが 2010（平成 22）年度であ

る。 
最後に、「地域自治組織」が導入されたこ

とについての評価についてである。収集され

たデータは非常に少ない限定的なものであ

り、よってこの場で正しい「評価」を下すこ

とは当然にできない。しかし、限られたイン

タビューから聞かれた内容について言及す

ることとしよう。総括的には、依然と比べて、

「横の連携」は取り易くなっているというこ

とである。ただし、「地域自治組織」導入以

前から、公民館と地域住民、地域内部の関係

性が良好であった地域においては、それほど

変化を感じられないという声もあった。同様

に、地域に存在する様々な問題の多くは、単

に「地域自治組織」を導入したからという理

由では解決できていない印象も受けた。地域

人材をいかに育成するか、という課題は、組

織を改編することよりも、そのために有意義

な文化や規範意識を、地域住民のなかにいか

に共有させるかという問題であり、組織とい
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う形式的な枠のなかに書き込まれるべき「内

容」が重要だということでもある。 
 
第５節 まとめと考察 
 飯田市における新たな地域自治組織の設

置、および公民館や地域の各種団体の再編は、

過疎化の進行や地域社会の担い手の不足な

どといった飯田市固有の事情によるものに

加えて、合併特例法や地方自治法改正によっ

て「地域自治区」制度が導入されたという国

政の動向を契機として行われている。確かに、

飯田市の社会教育および公民館の実践は、多

くの人々が認知しているように、長きに渡っ

ての実績のあるものである。しかしその一方

で、市町村合併や「地域自治区」制度導入の

動きは全国で広範に見られたものである点

を、ここでは重視したい。飯田市の「地域自

治組織」に関しては、その発想の基礎として

飯田市独自の要素を含みながらも、決して閉

じられた問題認識ではなく、同様の課題を抱

えている多くの市町村に共通して見られる

課題意識を含意している。よって、飯田市の

公民館と地域自治振興の関連を見ることに

よって、全国的な課題への解決の糸口を示す

ことができるようにも思う。 
今回、実際に飯田市に赴いて各方面の話を

見聞することができた。限られた時間ではあ

ったが、地域住民のみならず行政職員の間で

も、公民館に対する重要性認識や並々ならぬ

熱い想いを抱いている様子を感じることが

多かった。換言すれば、飯田市においては、

それぞれの地域に住む人々の認識において

も、行政組織としても、公民館が大きな位置

を占めている。よって、昨今の地方分権化の

流れにおいて公民館をどう再編していくか

という問題が飯田市にも同様に突き付けら

れている中で、今後の飯田市の人づくり・地

域づくりの基礎に影響する問題として焦点

化されていると言える。 
 飯田市での、地域自治組織設置に伴う公民

館の再編問題は、大きく以下の 3 つの論点を

含んでいる。１つは、公民館とは教育行政が

所掌すべき教育機関なのか、あるいは市長部

局において所掌されうる生涯学習施設ある

いは自治・文化施設なのかという問題である。

２つめとしては、公民館が行政機構に組み込

まれるべき機関や施設なのか、あるいは各地

区にある任意団体組織、いわゆる「自治公民

館」に移行すべきなのかという問題である。

これら２つの論点はしばしば混同される傾

向が見られるが、論理的には区別されて論じ

られるべき問題である。そして３つめとして

は、上記 2 点と関わって、飯田市の歴史的経

緯のなかで形成されてきたと思われる、人々

の「公民館」に対する認知構造についてであ

る。 
 まず第 1 の論点であるが、行政が設置する

機関や施設として存在することを前提とし

た上で、社会教育法に基づく条例公民館とし

て教育行政の所管の下に置くのか、あるいは

公民館ではない生涯学習施設等として市長

部局の所掌に移行させるのかという問題で

ある。この場合に、公民館ではない生涯学習

施設とすることの組織的利点は、公民館とし

ての要件を整備するための規定の制約を受

けないことになるため、地方自治体（市長や

市議会）の意向によって、事業内容や職員体

制を始めとして、比較的自由度の高い運営が

できる点が挙げられる。一方の課題としては、

社会教育機関としての法的位置づけを失う

ため、行政組織の内部では教育機関の相互連

携としての学校等との連携・協力体制が取り

づらくなる点が考えられる。ただし、これら

の課題は他の方策と組み合わせることで解

消可能であるし、各地区では青少年健全育成

組織による青少年育成事業・活動が自主的に

行われているため、学校等における青少年教

育活動との連携を自律的に図りながら、地区

コミュニティを基盤として総合的な青少年

支援を継続的に行っていくことは十分に可

能である。 
 次に第 2 の論点についてである。一般的に

理解されている「自治公民館」とは、社会教

育法に基づく「条例公民館」とは制度的性質

の異なるものであって、地域住民の発意によ

る任意の組織や施設であるため、原則として

は、そこに行政が積極的な関与（施設運営や

人事配置、指導や規制・罰則など）をすべき

ではないと考えられる。このような趣旨から、

まれに建造物としての公民館を持たない「公

民館」組織も見られる。建造物としての公民

館を建設する場合も、行政機関から補助金と

して一定割合を負担してもらえる制度があ

る場合も多いが、住民が建設費を負担するこ

とが原則である。また「自治公民館」には専

任職員を置いていない場合も多く、配置して

いる場合でも基本的には地域の組織が職員

を雇用する。 
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「自治公民館」と「条例公民館」のそれぞ

れの趣旨を折衷する方策として、「条例公民

館」としながらも、指定管理者制度を導入す

るということも考えられる。実際にそのよう

な措置を選択している地方自治体も存在す

る。 
 第 3 には、上記の 2 点が法制度に関わる重

要な論点であることは間違いないのだが、

「公民館の在り方」をめぐるこの問題が、実

際の法的規律の範囲以上に、人々の心理的・

認知的な枠組み、当為や規範を投影している

問題であると感じられる点である。たしかに

公民館を法的にどのように位置付けるのか

によって、職員の採用・任用の手続きや事業

費の流れ、事業内容を決定する過程などには

違いが生じる。ただ、「条例公民館」であっ

ても住民が自発的・自律的に事業に関わるこ

とが保障されないわけでもなければ、そのた

めの方策を検討する術がないわけでもない。

あるいは、「自治公民館」であったとしても

行政的支援を受ける可能性を完全に否定す

ることもできない。公民館事業に従事する職

員が、実際のところ教育委員会事務局職員で

あるか自治振興センター職員であるか、ある

いは地域住民から採用される職員であるか

ということが、公民館の職員としての業務内

容に必然的に違いを生じさせるわけではな

い。例えば、地域課題に応えるために住民の

自主的な学習活動を支援し、住民の社会的な

つながりをコーディネートし、趣味活動など

を通した生きがいや健康づくりを支援する

といったことが公民館に勤める職員の役割

だと考えるのであれば、それらは法的に見て

「条例公民館」でなければ、あるいは「自治

公民館」でなければできない、というわけで

はない。しかし、実際にはそのような法制度

上の規律の範囲とは別の次元で、人々の心理

や認知において、それぞれが「必然性」を伴

って何らかの定式化をなされているように

見受けられる。この側面は法制度上の問題で

はなく、飯田市特有の文化的・社会的な問題

であると言えるため、法律上の解釈を以って

一刀両断に結論を出すことができない。この

ような認知的な枠組みに関連して、もし地域

住民や行政職員のなかに不合意・不一致が存

在するとするならば、それは十分にコミュニ

ケーションを重ねることでしか解消できな

いように思われる。 
 飯田市のこれまでの議論を通覧する限り

では、厳密な意味における「自治公民館」へ

の移行は考えにくい。なぜなら、市役所職員

にとっては（一部の職員であっても）公民館

主事を経験することの重要性が認識されて

おり、また地域住民の多くも公民館に市役所

職員が配置されることを望んでいるように

見受けられるからである。第 4 章（荻野）で

も言及されているように、現在の飯田市の

「公民館主事」は、市役所職員の中から選ば

れ人事異動で一定期間に公民館主事を経験

し、その後は市役所本庁に戻る形が多く、公

民館主事だけを専門的に経験して退職する

例はほとんどない。よって、公民館主事経験

者は、その後のキャリアの中で、その経験を

生かした職務遂行ができるという側面があ

る。また、定期的に開催される主事会の機会

を通して、各地区の断片的な情報が主事の間

で共有されたり、市役所本庁（教育委員会事

務局や市公民館など）に伝達され集約された

りすることもあるだろうと考えられる。この

ことによって、市役所内に地域の詳細な情報

が流通しやすくなっている面がある。仮に、

公民館職員としての配置を、市役所職員では

なく地域雇用の専任職員等で充てるように

制度変更をするならば、財政的には人件費等

のコストを軽減できる利点がある一方で、公

民館を起点とした地域情報の行政組織への

伝達経路が大きく変容することになるだろ

う。 
 ただし、以上の点は、必ずしも教育行政組

織の中に公民館が位置づくべきであること

を意味しない。都道府県や、派遣社会教育主

事等を受け入れている市町村の多くの場合

には、社会教育主事が学校教員によって充て

られているので、ある施設が生涯学習施設と

して知事部局の所管にあるのか、それとも社

会教育施設として教育委員会が所管してい

るのかによって、職員の関わり方（施設運営

や事業を学校教員が主導するのか、一般行政

職員が主導するのか等）に大きな違いが生じ

ることが考えられる。しかし飯田市の場合に

は、公民館運営を下支えしている公民館主事

は一般行政職員の人事異動によって配置さ

れている。よって、公民館条例を廃止して市

長部局の所管する生涯学習施設等に改め、専

任職員として自治振興センター職員を配置

するとした場合でも、地域住民から見た場合

の公民館の在り方はそれほど大きく変化し

ないかもしれない。 
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次官通牒「公民館の設置運営について」によ

って、設置奨励が始まった。通称「寺中構想」

と呼ばれるこの通牒において、公民館は「社

会教育、社会娯楽、自治振興、産業振興、青

年養成の目的を綜合して成立する郷土振興

の中核機関14」として意義づけられ、終戦直

後の社会的混乱の回復と食糧増産の期待を

担って登場した。従って、その初期的構想に

おいては、公民館は社会教育、文化教養施設

というよりはむしろ、町づくり・村づくり、

産業復興の中心機関としての機能を期待さ

れ、教育活動や文化活動以外にも、あらゆる

住民生活に密接に関わる町村（部落）単位の

施設として描かれていた15。このように「寺

中構想」は、戦前に活発であった青年団等の

集会や交流活動の拠点となってきた公民館

類似施設を包括して、戦後民主主義の進展と

いう目的的な活動として意義づけており、公

民館施設が担うべき具体的な役割が議論さ

れ始めるようになった歴史的起点というこ

とが出来よう16。 
1947（昭和 22）年に制定された教育基本

法では、第 7 条に「国及び地方公共団体は、

図書館、博物館、公民館等の施設の設置、学

校の施設の利用その他適当な方法によって

教育の目的の実現に努めなければならない」

と明記され、公的な教育施設としての公民館

の必要性が条文化されたものの、社会教育施

設としての公民館という法的意義が付与さ

れたのは 1949（昭和 24）年の社会教育法に

よってであった。社会教育法は公民館法と称

されることもあるように、全 57 ヵ条のうち

23ヵ条を公民館に関する条文に充てるなど、

公民館に大きな比重を置いている。社会教育

法第 20 条では、「市町村その他一定区域内の

住民のために、実際生活に即する教育、学術

及び文化に関する各種の事業を行い、もって

住民の教養の向上、健康の増進、情操の純化

を図り、生活文化の振興、社会福祉の増進に

寄与すること」が公民館の果たすべき目的と

して規定されているが、前述の「寺中構想」

が地域における諸機能を融合した総合的な

                                                      
14 寺中作雄『社会教育法解説 公民館の建設』

（復刻版）国土社、1995 年、p.202。 
15 日本公民館学会編『公民館・コミュニティ施

設ハンドブック』エイデル研究所、2006 年、

pp.51-52 を参照。 
16 同上、pp.71-76。 

地域施設として公民館像を提示していたの

に対し、社会教育法の描く公民館像が、主と

して教育・文化活動の機能を担う施設である

という差異が特筆される17。 
 このように、「寺中構想」が示す初期公民

館の構想が「公共施設としての性格、『われ

われ自身の施設』=地域共有施設としての性

格を未分化にもっていた18」のに対し、社会

教育法が、教育・文化活動施設としての性格

に傾斜した法的意義を公民館に与えたこと

は、戦後から現在に至るまで活発に交わされ

てきた公民館の存立意義を巡る議論の主軸

を形成してきた。 
 
２ 公民館の社会教育的意義の検討 
 これまで公民館の運営実態と法改正の動

向について、公民館を拠点として活動する職

員あるいは公民館研究者の間において様々

な議論が交わされてきたが、そこでは一貫し

て以下のような課題意識が共有されてきた

と言える。それは、地方自治体が任意に設置

する公共の社会教育施設がいかに体系性を

もち、教育的観点から自律（立）的に運営さ

れうるのかという「社会教育の自律（立）性」

に関する課題意識、即ち、前節で述べたよう

に、社会教育法に依拠し教育・文化の観点か

ら公民館像を具体化する為の問いである。こ

の問いに対しては、大きく 3 つの段階で議論

が行われてきた19。第 1 の段階は 1960 年代か

ら 70 年代にかけてである。60 年代は、高度

経済成長政策や伝統的な地域共同体の解体

と都市化といった社会状況の変化に伴い、公

民館の「近代化」を巡って公民館像が模索さ

れた時期であった20。この公民館の「近代化」

とは、公民館のアイデンティティとして「教

育機関論」をより鮮明に打ち出す論調である。

1 節の 1 で前述したように、公民館は創設さ

れた初期的段階から、地域における教育機関

として役割を認識されていたとはいえ、実際

に行う教育活動の内実については深められ

てこなかった。そのような状況を鑑み、この

                                                      
17 同上、pp.55-56。 
18 横山宏・小林文人編著『公民館資料集成』エ

イデル研究所、1986 年、p.9。 
19 佐藤一子『現代社会教育学：生涯学習社会へ

の道程』東洋館出版社、2006 年、pp.88-91。 
20 日本社会教育学会編『現代公民館の創造：公

民館 50 年の歩みと展望』1999 年、pp.94-95。 
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時期には公民館を「成人の学校」、「市民の大

学」と位置づける「都市型公民館」論が提起

された。また一方で、公民館の初期的性格の

要となってきた、「地域」との密着した関係、

即ち地域施設としての公民館の重要性も回

顧された。具体的には、公民館の「非『近代

化』」論と称する形で、自治公民館制度を巡

って議論が交わされた。自治公民館制度とは

「公民館の目的的な活動に地域住民が全員

参画し」ながら、「『村づくり』『町づくり』

の計画のもとに、分化した諸活動・諸機能の

総合、各種団体・機関の提携、諸集団・組織

の経験交流、実践的協働などの集大成とし

て」社会教育の施設が位置づき、その施設単

位を「行政の末端単位として機能する自治組

織を基本」に、具体的には町内会・部落会が

いくつかまとまった範囲を公民館の設置単

位としたものであった21。自治公民館が住民

の暮らしを守り、地域の民主主義の形成の役

割を果たしていることが指摘され、公民館の

「近代化」論、「非『近代化』」論という論調

で、社会教育機関のアイデンティティをどの

ように捉えていくのかが検討された。 
 第 2 の段階は、1970 年代半ばから 1980 年

代にかけてである。公民館に対し、単なる学

習文化活動の場というより、社会的に抑圧さ

れた人々の学習の場としての役割が期待さ

れるようになり「権利としての社会教育」観

が生成した22。そして、このような学習権保

障の場として公民館が位置づく為に、地域・

自治体の民主化の必要性が指摘された。しか

し、実際には 70 年代から 80 年代にかけて、

余暇・娯楽施設としてのコミュニティ・セン

ターが増加傾向を辿り、住民が余暇・娯楽と

呼ばれる活動に対して積極的な学習要求を

示している状況が公民館の理念と乖離して

いることが顕著となり、社会教育の必然性へ

疑義が提出されるに至った23。 
 第 3 の段階は、1990 年代後半から日本社

会教育学会などで公民館研究が総合的にす

すめられる時代である。そこでは、従来、公

民館の意義を検討する際の視点が政策・法・

制度に傾斜した理念論的性格が強かった為、

                                                      
21 宇佐川満他『現代の公民館』生活科学調査会、

1962 年、p.165。 
22 日本社会教育学会編、前掲、pp.96-99。 
23 松下圭一『社会教育の終焉』筑摩書房、1986
年を参照。 

理念の具体的な教育実践への移行として施

設・設備、方法・技術の視点が導入された。

その視点から見た場合、公民館が「社会教育

法の地域定着」の拠点として最適であること、

コミュニティ教育として普遍化される可能

性が示されたのである。 
 このような議論を経て現在では、社会教育

法の法的理解に立脚した公民館での学習現

象の理解・評価ではなく、公民館での学習内

容や学習方法の性質そのものを注視し、そこ

に学際的な普遍性を見出していく必要があ

ることが共有されるようになってきた。言い

換えれば、公民館に「社会教育」的意義の担

保を要求するのではなく、法理解の柔軟性・

浸透性を推進していく作用を持つ拠点とし

て、積極的に価値を見出していくようになっ

たのである。 
 
第２節 飯田市の公民館制度の概要 
 本節では、第 1 節で述べた全体的動向の中

に飯田市の公民館を位置づけ、その特色を論

じる。 
 
１ 飯田市の公民館の仕組み 
 飯田市は、1937（昭和 12）年に飯田町と

上飯田町が合併し、飯田市として発足した。

それ以来、6 回に亘って町村合併が行われた

が、そのつど旧町村単位に独立公民館を残し

てきた。旧飯田地区では、1968（昭和 43）
年に 1 館制から 5 館に分離した後、それぞれ

が独立館として位置づけられ、1993（平成 5）
年には隣接する上郷町との合併により、合計

18 の地区公民館が独立並列方式に配置され

ることになり、地区それぞれの特色を生かし

た幅広い公民館活動を展開してきた。また、

2005（平成 17）年には、上村、南信濃村と

の合併により、全 21 館体制となった。それ

ら 21 の公民館で構成される飯田市の公民館

全体の構造としては、次の通りである。まず、

地域住民の日常生活の基礎的単位であり住

民が組織運営する 105 の「分館」が置かれ、

その上に合併前の旧町村及び小学校区を基

本的な単位とした 20 の地区公民館が設置さ

れている。各地区公民館には、住民から選出

された「文化」「体育」「広報」委員会等が置

かれ、多くの公民館事業の企画運営を任され

ている。そこに住民から選出された非常勤の

公民館長と、教育委員会から派遣された公民

館主事が配置され、住民主体の公民館活動の
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「合意形成としての自治（=閉ざされていな

いことを希求していく志向性）」と「教育の

自律（立）性（閉ざされていないことを希求

していく志向性）」が対抗的に捉えられた場

合、公共性のジレンマに留意される契機が生

まれると考えられる。しかし、両者が相即的

であることによって、例えば①万人に共通し

ていることの側面への比重が大きくなった

場合に、排他的な公民館活動を行っていたと

してもそれへの批判的視線が稀釈される危

険性があるのではなかろうか。両者をどのよ

うに担保していくのか、この点は今後の飯田

市公民館像を考える上で非常に重要な検討

課題となろう。また、「まちづくり委員会の

中で公民館が 2 年経過しての現状検証 最終

まとめ（配布資料）」や「飯田市の自治組織

（配布資料）」では、公民館がまちづくり委

員会の中に入ったことで住民相互の連携が

一層強化された点が評価されている一方、自

治組織に加入しない人口が増加している事

が問題となっている。このような問題への対

策を講じていく為にも、公民館を拠点として

地域自治団体をどのように開いていくか、あ

るいは開く為の運動を担保していくかを考

えていくことが求められる。 
今回の調査では、飯田市の社会教育活動が

先駆的であるがゆえの公民館主事の方の葛

藤が垣間見えた気がしたが、住民一人ひとり

に目を配っていこうとするその真摯な姿に、

言葉では得られないものを学習させていた

だいた気がした。最後に、厚く御礼申し上げ

ます。 
（中村 由香） 

 
 
第４章 公民館主事の「専門性」と地域

住民との関わり 
 
 本章では、飯田市公民館主事制度の意義を

「専門性」との関わりから明らかにする39。 
 2009（平成 21）年度の職員体制を概観す

ると、市公事業を実施する飯田市公民館には、

（館長会の互選による）公民館長と、副館長

が 1 名ずつ、学習支援係長・市公主事・社会

                                                                                
参照されることが比較的多い、齊藤純一『公共

性』岩波書店、2000 年を参照している。 
39 飯田市の公民館体制の詳細については、第 3
章（中村）を参照されたい。 

教育指導員、管理係長・管理係が 1 名ずつ配

置されており、この体制は、ここ 10 年程の

間で大きな変化はない40。一方、ブロック事

業と地区公民館事業を行う地区公民館 20 館

には、公民館長（地域住民より選出された非

常勤特別職）が 1 名ずつ、副館長補佐（以前

の支所長、現在の自治振興センター所長が兼

務）が旧市と上村・南信濃を除く各館に 1 名

ずつ、常勤専任の主事が全館に 1 名ずつ、人

口規模の大きな地区等に管理係が 1 名ずつ

配置されている。なお、公民館運営審議会に

ついては、2006（平成 18）年度まで各地区

公民館に存在したが、2007（平成 19）年度

より飯田市公民館のみの設置となっている。 
 6度にわたる市町村合併を通じても町村単

位に独立公民館が残され、かつ各館に常勤専

任の職員が（人口規模に関わらず）1 名ずつ

配置されていることは、飯田市において公民

館が重視され、各地区の独立性が高く保たれ

ていることをうかがわせるものである。特に

この章では、常勤（専任）の公民館主事に注

目して議論を進める41。 
 以下では、（1）これまでの公民館主事の「専

門性」を巡る議論の動向をふり返り、公民館

主事への基本的な視座を整理する。次に、そ

れに即しつつ（2）飯田市公民館主事の異動

の仕組み、（3）主事会の役割、（4）地域住民

との関係という論点を通じて、（5）飯田市公

民館主事制度の意義を明らかにする。 
 なお、以下では、2010（平成 22）年 7 月

22 日（木）16 時 30 分〜18 時に、飯田市公

民館で実施された共同学習会での主事経験

者や、その他の主事の発言が引用される42。 
 
第１節 公民館主事の「専門性」を巡る論点 
 これまでの公民館主事を巡る議論は、3 点

に分けて論じることができる。第 1 に職員シ

                                                      
40 飯田市教育委員会『教育要覧』平成 10 年度〜

21 年度を参照した。なお、社会教育指導員が 3
名から 1 名に、管理係が 1〜2 名であるなど、年

によって若干の違いがある。 
41 なお、社会教育の職員論において、常勤専任

の職員に注目することは重要であるが、あくま

でも 1 つのアプローチに過ぎない。非常勤職員、

ボランティア、その他の様々な委員の存在もま

た重要である。 
42 なお、発言については、項目の内容に合わせ

て筆者が表現などを改めた部分があり、内容を

全てそのまま示すものではない。 
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巡る職員論の中で最も注目されている部分

である。例えば、「＜学びあうコミュニティ

＞のコーディネーター」として公民館主事を

位置づけ、「地域に＜学びあうコミュニティ

＞を広範に実現し、さらにそれらを相互にネ

ットワークすることによって、地域全体を＜

学びあうコミュニティ＞として創出すると

いう学習過程の展開を推進することを通じ

て、地域の人々が主体的に進める社会教育実

践をコーディネート」する役割を期待する向

きもある49。この理由は、主事と住民との関

係が以前ほど自明なものでなくなってきて

いることにある。 
 このような動向を受け、「市民的公共性に

立脚した社会教育施設・職員の可能性を捉え

る」という視点も提示されている50。これは

従来、行政の主導で進んできた社会教育を、

市民・住民の参加と協働によって組み替えて

行こうとする視点である。そのような視点に

問題がないわけではないが、総体として、社

会教育の機能についての議論は「主体形成」

から「関係形成」へとシフトしてきており、

それに応じて主事と住民との関係について

の議論も、主事からの住民への働きかけから、

多様な価値観や背景を有する住民と主事と

の協働、という点へと変化してきている。「主

体形成」を論じにくくなった理由は、（「終焉」

論が主張するように）それが不必要になった

からではなく、価値観の多様化や、生活スタ

イルの分化が進む中で一律的な「主体形成」

の道筋を描きにくくなっているからである。 
 住民との関係を巡っては、これまで抽象的

に示されてきた、公民館主事の役割をいかに

具体的に把握していくかという方法が課題

となる。これまで、公民館主事は住民の顕在

的・潜在的学習ニーズを汲み取る、もしくは

住民の学習要求を組織化する、住民の自己教

育の主体形成を援助する、といった言い方が

                                                      
49 日本社会教育学会 社会教育・生涯学習関連

職員問題特別委員会「知識基盤社会における社会

教育の役割：職員問題特別委員会 議論のまと

め」日本社会教育学会編『学びあうコミュニティ

を培う：社会教育が提案する新しい専門職像』東

洋館出版社、2009 年、p.10。 
50 石井山竜平「地方分権下の社会教育施設・職

員制度」日本社会教育学会編『現代教育改革と社

会教育』（講座現代社会教育の理論 1）東洋館出

版社、2004 年、p.186。 

なされてきた51。そのような役割に間違いは

ないとしても、では主事は具体的に住民のニ

ーズをどのように汲み取り、学習要求を組織

化し、主体形成を援助するのか、といった時

に、住民と取り結んでいる「関係性」に注目

せざるを得ない。住民と公民館主事との「関

係性」こそが日常の実践の基盤になっている

と考えられるからである。実践の場にて働く

主事の声の中から、その「関係性」を実践の

視点から描き直し、「専門性」を問い直して

行く作業が求められる。 
 以下、3 つの視点に基づき、飯田市公民館

主事制度の特徴を見て行きたい。 
 
第２節 飯田市公民館主事の異動の特徴 
１ 異動システムの歴史と現状 
 第 1 に、職員システムとしては、独自のロ

ーテーションシステムが特徴として挙げら

れる。ここで、現在でも参照される飯田市公

民館の 4 つの原則「（1）地域中心主義の原則、

（2）各館並立配置で対等平等の原則、（3）
住民参加の公民館運営の原則、（4）教育機関

としての自立の原則」の中に、主事について

の言及がないことが注目される。この原則は

1971（昭和 46）年〜72（昭和 47）年におけ

る「文部省委嘱研修事業：公民館運営基準の

研究」によって確定されたものだが、それ以

前からこの原則が現場では共有されていた。

ただしこの事業の結論では、上記の 4 原則に

つながる 4 点とともに、公民館主事の「専門

性」を高めることと、そのための待遇や勤務

条件の改善が 5 点目に加わっていたことを

考えると、公民館主事を「専門職」として扱

うか否かが、1 つの論点となり得た当時の状

況がうかがえる52。しかし実際には、1960 年

代から 70 年代にかけて公民館主事を巡る 1
つの焦点が「専門職」としての扱いに向けら

れたのに対し、飯田市の主事制度はそれとは

一定の距離を置いて動いていった53。 

                                                      
51 例えば、松下拡「専門的職務は何か：公民館

主事」小林文人編、前掲、pp.208-215。 
52 飯田市公民館活動史編集委員会編『飯田市公

民館活動史』1994 年、pp.147-152 の記述を参照の

こと。 
53 飯田市の主事制度の職員制度としての意義に

ついては、内田和浩「生涯学習を支える自治体職

員」（鈴木敏正他「地方分権下の地域創造と生涯

学習の構造化に関する理論的・実証的研究公民

館実践と『地域をつくる学び』：飯田市からの提
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 現在の飯田の公民館主事の体制は、「一般

行政と教育行政といったものを密接な形で

取り上げ」ることを意図して54、松澤市政下

（1972（昭和 47）〜1988（昭和 63）年）に

おいて定着したとされる。その特徴は、「行

政の公民館化」であるとされる55。当時市政

にて、試みられた仕組みとは、行政職員の中

で力量がある職員を、公民館主事（常勤の一

般職）として地域に配置し、市民セミナーに

住民とともに取り組むことで、その力量を高

め、その中で得た知識や経験を異動後の行政

にて発揮させようとする仕組みであった。人

事異動の効果として、行政に異動後も、地域

のニーズや住民の声を拾い上げる技術や、課

題解決型の手法が行政計画作成に援用でき

るとの声も聞かれるところである。つまり一

般行政との一体的な人事交流システムを構

築することで、行政全体に公民館的「手法」

が波及することが期待されていると言える。 
 ここで実際に、公民館主事が、「手法」を

身につける上で、どのような形で異動をして

いるのかを検証する必要がある。飯田市の

1980 年代以降の歴代の主事の異動のサイク

ルを見ると56、平均在職年数は約 5 年となっ

ている。ただ、これだけでは、公民館内での

異動を含んだ、キャリアパスを捉えることは

できない。 
 そこで次に主事の異動を幾つかのタイプ

に分類してみよう。分類の基準の 1 つは、公

民館主事在職中に異動があるか否かである。

公民館間での異動は、ある地区での経験を別

の地区に活かすことができる一方で、頻繁に

異動を繰り返すことで、各地区にとけ込むこ

とが難しい面もある。例えば、現役の主事の

                                                                                
起」所収）『生涯学習研究年報』第 9 号、2003 年、

pp.186-191 に詳しい。 
54 飯田市公民館活動史編集委員会編、前掲、p.189
参照。 
55 木下巨一「長野県飯田市における公民館的行

政の展開と職員」日本社会教育学会編、前掲、

p.95。 
56 対象としたのは、公民館主事から異動した年

度が、1977（昭和 52）年度〜2009（平成 21）年

度の主事 128 名である。ただし、飯田市公民館

への異動（もしくは飯田市公民館からの異動）が

あった 12 名については、地区公民館間の異動と

はその意味合いが異なるため、異動として計上

していない（ただし、平均年数には計上してい

る）。以下の記述も同様である。 

中には、「同じ地区を長い間経験している主

事が少なくなってくると、地域を知ることに

一生懸命になって、知った頃に異動になって

しまうという部分がある」ということを指摘

するものもいる。もう 1 つは、1 地区の在職

年数が 4 年以上であるか否かである。経験則

であるが、何人かの主事経験者から、「1 地

区に 3 年以上いなければ、地域課題に本当の

意味で取り組むことはできない」といった趣

旨の発言がなされており、在職年数が 4 年以 
上か否かは、主事の「専門性」に関わって来

るものと考えられる57。 
 

〈図表 12〉飯田市の主事のタイプ分け 
 内部異動あり 内部異動なし 

長期 
（4 年以上） 

（a）経験蓄積型 （b）地域定着型

短期 
（3 年以下） 

（c）複数経験型 （d）早期異動型

 
 この 2 つの基準から、主事を 4 つのタイプ

に分けることができる〈図表 12〉。それは、

（a）経験蓄積型、つまり 1 つの地区で 4 年

以上主事を務め、その後異動した地区でその

経験を活かして職務を遂行するタイプ（もし

くはその逆の異動パターン）、（b）地域定着

型、つまり 1 つの地区に 5 年以上いて、地域

に密着した活動を展開するタイプ、（c）複数

経験型、つまり短いサイクルで異動を繰り返

すタイプ、（d）早期異動型、主事として 3 年

以内のうちに（公民館内の異動も経ず）他部

署に異動するタイプの 4 種類である。 
 便宜的に時期区分を行った上での、タイプ

別の主事の数は〈図表 13〉のようになって

いる。これを見ると、主事の平均経験年数に

大きな変化はなく、むしろ 2000 年代に入っ

て、経験年数自体はやや長くなっている。次

に、その内訳を見ると（b）地域定着型、（d）
早期異動型、（a）経験蓄積型、（c）複数経験

型の順となっている。ただし、年代ごとに主

事のキャリアパスの形は変化してきている。

                                                      
57 もちろん、異動のあり方や経験年数と、主事

の「専門性」が必ずしも一致するとは限らない。

以下は、あくまでも便宜的な区分である。同僚

の主事との関係や、地域住民との交流を通じて

「専門性」の形成がなされることも考えられる。

この点については、第 3・4 節で述べる内容と合

わせて、複合的な観点から分析を行う必要があ

る。 

-  32  -



 

- 33 - 

1980 年代に中心であった、1 つの地域でじっ

くりと経験を積んで行く、地域定着型の割合

は、2000 年代には半減し、代わって複数地

区を渡り歩く、複数経験型の主事が増えてき

ている。経験蓄積型の主事も 2000 年代には

増えており、総じて 2 つ以上の地区を経験す

る主事が増え、それに応じて、経験年数も伸

びる傾向にある。このことが主事の「専門性」

の形成にどのように影響するか、特に、いわ

ゆる「公民館的な手法」を身につけることが

可能なのか、検証を行う必要がある。 

 
２ 公民館主事が身につける「手法」とは 
 では、公民館主事が経験を通じて、身に付

けられる「手法」とは、どのようなものだろ

うか。この点については、主事経験者の話に

耳を傾けてみよう。ここでは、現在の職務と

の関連から、身に付けた「手法」についての

ふり返りが行われる。 
 A 元主事は、それを「触媒」としての役割

であると述べる。これは、「こういう人とこ

ういう人を同じテーブルで話をさせたら、何

か生まれそうだ」という発想を持つことを指

す。このアプローチは、どこの職場でも必要

ではないかと考えられている。例えば、A 元

主事は、異動後の農業課で、生ゴミの処理施

設の建設という課題が立ち上がった時も、当

初はただ処理場を作ることを考えていたが、

途中から廃棄物の循環をどう作っていくか、

そして人と人とのつながりを作っていくか、

という方向へと考えを変えたという。このよ

うに、ものを作る事業においても、事業に関

わる人の存在を意識し、その中にどう「関係

性」を作っていくかということを念頭に置く

ことが必要であり、そのような「手法」は公

民館主事を務める中で身につけられたもの

である、と述べられている。このような経験

は、「庁内のバランスを保つ」際にも活かさ

れており、若い時期に地域の中でそういう経

験をしてきたことの意味を感じるという。 
また、B 元主事は、「我慢をすることを学ん

だ」のが、公民館活動で重要な部分だとする。

地域には様々な意見の対立があり、そのよう

な対立を調整しながら、どこかで「気持ち」

が一致するまで待つ経験が重要であったと

される。同じく、C 元主事も、公民館時代に

は、「利害関係を調整する」ことを学んだと

する。他部署に異動後も、主事経験から得た

「人をまとめる力」を活かして頑張っている

同僚を目にすることが多く、公民館主事経験

者は、比較的「頼りになる人」、「人間くさい

人」が多いという印象を持っているという。 
 さらに、公民館主事時代に経験した「人脈」

が、現在の事業を進める際の考え方にも影響

を与えているという意見も見られる。例えば、

A 元主事は、役所の中での情報交換は、情報

が限られていることが問題だと考えている。

事業に迷った時や、考え方に確信がない時に

は、地区内に相談できる人を持つことが重要

で、自分の考えをぶつけることで整理がなさ

れることがあるとする。このような「手法」

は公民館にいた時に、「地元の人に教わった

やり方」であるとされる。同じく、C 元主事

も、1 週間に 1 回、インフォーマルな場で、

主事時代の顔なじみに話を合わせる機会を

大事にしているという。対等な立場で利害関

係を抜いた話をしてくれるような人間関係

を持てることが、主事を経験した中での 1 つ

の「財産」であると述べる。 
 これらの「手法」は、意識化されているこ

〈図表 13〉飯田市の主事のタイプ別内訳（N=128） 
 

(a) (b) (c) (d)
経験蓄積型 地域定着型 複数経験型 早期異動型

13 20 2 15 50

26.0% 40.0% 4.0% 30.0% 100.0%

10 14 5 13 42
23.8% 33.3% 11.9% 31.0% 100.0%

12 7 9 8 36
33.3% 19.4% 25.0% 22.2% 100.0%

35 41 16 36 128
27.3% 32.0% 12.5% 28.1% 100.0%

1990～1999 5.04

2000～2009 5.29

計 5.16

異動年度 合計
平均経験年
数（年）

1977～1989 5.16

※異動年度は、飯田市地区公民館から他部署（飯田市公民館も含む）へ異動した年度を指す。
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ともあるし、また日常の業務を行う上での基

盤をなす形で、いわば「暗黙知の次元」に位

置する場合もあるだろう。いずれにせよ、公

民館主事を経験したことで、これらの「手法」

が身につけられたことは、経験者に肯定的に

捉えられている。 
 
第３節 飯田市の「主事会」の意味 
 第 2 に、職員の「専門性」養成に関わる組

織として、飯田市の主事会が注目される。飯

田市公民館の主事と各館の公民館主事で組

織される主事会は、事業について話し合いを

行う定例主事会や、年 4 回「主事会報」を発

行するといった活動を行っている58。さらに

1993（平成 4）年から毎年、主事会のプロジ

ェクトとして、重点課題を定め、課題ごとに

主事がチームを組んで活動を行っている。例

えば「市民ネットワークプロジェクト」は、

従来の地縁型の活動だけでなく、NPO 活動

やボランティア活動などの志縁型活動にも

注目するためのものであった。「異文化共生

プロジェクト」は、外国籍市民の現状と課題

について検討するもので、結果として行政内

に多文化共生担当のセクションが設けられ

ることにつながったとされる。 
 このような活動を通じて、公民館主事同士

の交流が深まることで、主事として必要な知

識や技術が伝達される機会となることが注

目されるのである。 
 もちろん、このような伝達は円滑になされ

るばかりではない。また明示的な知識が引き

継がれるわけでもない。むしろ、主事会内部

での議論を通して、各地区での活動を見つめ

直すことが重視されている。例えば、A 元主

事は、主事時代の主事会の雰囲気を「個性の

ぶつかり合い」であったと評している。当時

は、代々受け継がれてきた「実践なくしても

のを言うな」という雰囲気が残っており、実

際の課題解決に向けて、試行錯誤しながら、

「螺旋階段」のように取り組んでいく姿勢が

重要であると考えられていたという。現役の

主事も、当時の主事会は「怖いところ」とい

うイメージを持っている。主事会には「中途

半端なものを持って行っても投げ返される」

雰囲気があり、地域のことについてそれぞれ

の考えをきちんと持つ「個性的な主事」が多

                                                      
58 以下、主事会の説明は木下、前掲、pp.94-95
を参照した。 

かったとされる。それに比して、現在の主事

会では、主張や意見を出す主事が少なくなっ

てきた印象があるとされる。もちろん、当時

の主事会は、ただ雰囲気や仲が悪かったので

はなく、主事たちには志気の高さがあったと

いう（C 元主事）。それぞれの主事が持つモ

チベーションの高さが、主事会での相互作用

を通して、各地区での様々な活動の展開を促

して行ったとされる。 
 このような主事会の雰囲気の中で、主事の

「専門性」が培われて行くという見方もある。

例えば、B 元主事は、公民館主事は、各地域

では「ご家老」のようなものだが、「主事会

では別の位置づけ」であることを指摘してい

る。それぞれの主事が背景にしている地域の

事情や状況が違うので、主事会の中で学んだ

ことが、自ら担当する地区の活動にすぐに活

かされるわけではない。しかし、ある地区で

問題になっていることは、遅かれ早かれ、い

ずれほかの地区でも顕在化することであり、

そのような課題意識を持って主事会に望む

ことが重要であるとされる。このような認識

を持つ、B 元主事は、主事とそれ以外の支所

の職員を分かつものを以下のように表現し

ている。それは、主事は単体では公民館の事

務や事業を担当しているに過ぎないように

見えても、主事会を通じて、職員集団として

の研修や勉強の機会がもたれることで、総体

として「専門性」が確保されているのではな

いか、というものである。 
 主事会における、このような「横のつなが

り」が、第 2 節で述べたような「手法」を担

保する 1 つの柱であるのだろう。 
 
第４節 主事と住民との関係：住民に「育て

られる」主事 
 第 3 に、主事と住民との関係に着目したい。

すでに、飯田市の公民館主事と住民との関係

については、1970 年代の「市民セミナー」

や、1980 年代から 90 年代にかけての「人形

劇カーニバル」の開始と発展、1990 年代の

「生涯学習モデル市町村事業」の指定を契機

とした「ムトス飯田市生涯学習交流都市構

想」などを通じて、様々に取り結ばれて来た

ことが指摘されている59。さらに飯田市の公

                                                      
59 詳しくは、姉崎洋一「飯田市生涯学習の組織

と体制」（分担執筆：鈴木敏正他、前掲、所収）

pp.173-179 を参照。 
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民館の特徴であるとされる、（1）公民館体制、

（2）専門委員会活動、（3）分館活動も、主

事と職員の関係を考える上でそれぞれ重要

である。（1）公民館体制については、飯田市

が周辺町村と合併を重ねる過程で、地区公民

館を統合することなく独立館として扱い公

民館主事を配置してきた経緯がある。このこ

とで、現在でも各地区に住む住民にとって公

民館は極めて身近で思い入れがある組織と

なっている。逆に言えば、公民館主事に対す

る住民のまなざしはかなり厳しいものがあ

る。（2）専門委員会活動については、各公民

館に設置された委員会（多くは「体育委員会」

「文化委員会」「広報委員会」「育成委員会」

とされる）に住民が委員として参加し、活動

を行っている60。この公民館の委員会制度の

利点は、主事が住民との関わりを持てるとい

う点にある。（3）分館活動については、住民

自身が運営する分館が飯田市内には 105 館

存在し（2008（平成 20）年度）、住民の主体

的な関わりが見られる。戦後長らく、分館（自

治公民館と呼ばれる場合もある）については

否定的な見解が存在していたが、近年ではそ

の存在が住民自治の基点として注目されつ

つある61。長らく分館の活動を重視してきた

飯田市の公民館活動への再評価を行うべき

時代に差し掛かっている。 
 1950 年代から 60 年代にかけて活発であっ

た青年団や婦人会の活動の上に、上記の公民

館を通じた活動が重なることによって、住民

の中には、地域自治につながり得る一定のノ

ウハウが蓄積されているのではないか、と想

定される。主事と住民の関係は、1970 年代

までの公民館を巡る議論でしばしば想定さ

れてきた、「地域住民を指導する公民館主事」

という関係でなく、「住民に育てられる」「地

域に育てられる」ものとなっていると考えら

れる。さらに公民館と住民が「顔が見える関

                                                      
60 2007 年度の地域自治組織の導入によって、そ

れまで条例で定められていた 3 つの専門委員会

（文化、体育、広報）は、各地区の任意団体であ

る「まちづくり委員会」の 1 部として位置付けら

れることになった。 
61 例えば、佐藤一子・上原直人・大島英樹「地

域公民館システムにおける分館の普及：長野県

における公民館分館をめぐる実態と課題」東京大

学大学院教育学研究科社会教育学・生涯学習論

研究室『生涯学習・社会教育学研究』第 23 号、

1998 年、pp.1-19 など。 

係」であることも強調されて良い。例えば、

近年飯田市内では自治会や組合に未加入の

層が増加傾向にあるとされるが、地域の活動

には入りづらい層の人々も、公民館の活動を

通じてつながっていけるという利点が指摘

されることもある。 
 それでは、主事が実際に、住民や地域に「育

てられる」という感覚とは、どのようなもの

だろうか。これは、様々な「感覚」として表

現されている。例えば、A 元主事は、地域の

公民館での業務と、市全体の人形劇フェスタ

の業務が重なり合う中で、地域での業務を疎

かにしていることを、文化委員長から「すご

い剣幕で怒られた」ことを今でも良く思い出

すという。ここでは、「地域の主事」として

の存在意義が住民から問い直されており、そ

の時、受け止めきれなかった経験は、A 元主

事の中で、徐々に内面化されていったという。

A 元主事は、そのことを主事としての活動に

「のめり込まされた」経験として語る。 
 B 元主事は、「現場に神様がいる」と考え

ているという。現場に出た経験は、どこかで

活きるものではないかと考えており、公民館

で学んだのは、「市民目線」といったきれい

なものではなく、市民から生活の苦しさを聞

き、役所の中にいただけでは分からない経験

をすることであり、そのような「感覚」を身

に付けたことが重要だと述べられる。 
 現役の主事も、このような「感覚」を共有

している。例えば、円滑に事業を進められな

くても、地域住民にフォローされる部分があ

り、そのような部分は住民に任せつつ、自ら

の役割を考えていければ良い、という考え方

を述べる主事がいる。一見頼りなく見えるよ

うなこの発言は、裏を返せば、地域住民への

信頼の表れでもある。このような、「地域の

核になる人」の存在が公民館活動を支えてい

るのである。前任の主事からの引き継ぎにお

いても、そのような人をどのように引き継い

でいくかが重要だと述べられている。 
 住民との関係を通じて、主事は様々な経験

を積み、それらの経験を通じて身につけられ

た「手法」が第 2 節で見たように、行政に戻

った時も様々な機会に活かされているので

ある。飯田市の主事の「専門性」というもの

があるとすれば、このような地域住民との

「関係性」に基づく「専門性」であるという

ことができるのではないだろうか。 
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な課題となる。 
 教育の役割を、この「社会」を形成するた

めに必要な能力（ここには、いわゆる知識や

スキルといったものだけではなく、他者と協

働する能力、自律的に活動する能力といった

ものも含まれる）の（再）分配という観点か

ら捉え直していくことも可能ではないかと

考えられる67。このような観点から改めて、

公民館の活動が持つ「教育的」機能や、公民

館主事の持つ「専門性」を位置付けていくこ

とが必要だろう。 
 この点を明らかにするために、質問紙調査

の分析や、関係者の語るナラティヴの分析を

通じて、地域住民の中で公民館や公民館主事

の役割がいかに捉えられているか、というこ

とについての考察を深めることが求められ

る。質問紙調査については、2010（平成 22）
年 8 月に、公民館委員や分館の役員を対象に

調査が実施されており、その回答を集計・分

析することで、これまで（現在）の公民館主

事に対する見方が明らかにされることにな

るだろう。詳細は、第 12 章の分析を参照さ

れたい。 
 関係者の語るナラティヴについては、今後

各地区の公民館の委員や、分館主事が、公民

館及び、主事に対してどのような見方を有し

ているかを、彼らの活動との関わりから明ら

かにしていくことが求められる。この点につ

いては、今後の課題としたい。 
（荻野 亮吾） 

                                                      
67 荻野亮吾「ボランティア活動を巡る教育法体

系の改編の動向と問題」日本社会教育学会編『教

育法体系の改編と社会教育・生涯学習』（日本の

社会教育第 54 集）東洋館出版社、2010 年、

pp.164-176 を参照。 
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第２部 地縁・志縁組織の様相 
第５章 地縁組織の歴史と概要 
 

飯田市の公民館実践は、その高い自治性に

特色があるとされる68。本章では主に飯田市

公民館活動史編集委員会編『飯田市公民館活

動史』飯田市公民館、1994 年に依拠しなが

ら、それらの実質的な担い手となってきた地

縁組織69として青年団と婦人会を想定し、戦

後の状況を概観する。 
 
第１節 戦後初期の地縁組織 
１ 敗戦直後の飯田下伊那70 
敗戦後、軍国主義の追放、財閥の解体、憲

法改革等の「民主化」が進められ、国民の解

放へのエネルギーは一気に吹き上がり、国民

の組織力は一週間ごとに情勢を変えるほど

に伸びていった時であったが、同時に失業と

飢えが迫るという状況下にあって、「青年」

                                                      
68 佐藤一子「『自立』と『交流』を通じて地域の

活路を拓く」『月刊社会教育』第53巻第 7号、2009
年、pp.12-19。 
69 本報告書では、地域住民組織・団体のうち、

1）地域社会に根付き、2）自動・全員加入を構成

原理とする組織を「地縁組織」と呼ぶ。具体的に

は、a.住民自治組織（町内会、自治会、部落会、

それらの連合会など）、b.行政協力組織（民生児

童委員会、社会福祉協議会、納税組合、防犯協

会、消防団分団など）、c.年齢・性などによる階

層別組織（子ども会、青年会（団）、地域婦人会、

老人会、PTA など）、d.職業・産業組織（商店会、

商工会、同業者組合、経営者クラブ、農業協同

組合、水利組合など）があてはまる（鰺坂学「地

域住民組織と地域ガバナンス」玉野和志・三本坂

政之編『地域社会学講座第 3 巻 地域社会の政策

とガバナンス』東信堂、2006 年、pp.174-178 参

照）。 
また、「意志のある人々のつながり」、とりわ

け、「社会貢献的関心」を基盤とした組織を「『志

縁』組織」と呼ぶ。代表的なものとして、ボラン

ティア団体や NPO などがこれにあてはまると言

える。これは、関係的コンテクストで言えば「関

心縁」にもとづく組織であり、社会的領域では広

義の「共」の一部をなすものと考えられる（宍戸

邦章「高齢期における「共」活動の意味：「遊」

縁派と「志」縁派の「老い方」の考察から」『ソ

シオロジ』第 49 巻第 1 号、社会学研究会、2004
年、pp.93-94 参照）。 
70 飯田市公民館活動史編集委員会編『飯田市公

民館活動史』1994 年、pp.68-69。 

は政治への関心を高めたという。また、「南

信月刊」などの文化誌、短歌誌などの創刊や

復刊が盛んに行われたり、下伊那教員組合、

電産労組の結成をはじめ各労働組合が相次

いで結成された。1946（昭和 21）年 2 月に

は郡の壮年連盟、3 月には郡連合婦人会の発

足、農民組合連合会が結成されるなど多くの

人々が活発に運動に参加した。いわば、下伊

那における自主的諸運動の黎明期でもあっ

た。 
また、全国的に未曾有の食糧不足の中にあ

って農村は一面何かにつけて潤ったとされ

る。食糧の買出しが都会から入り、物々交換

で農作物以外の品物が農村に入ってくると

いうような面もあったが、実際には供出の強

制があり、保有米に事欠く農家が多かった。

郡には、時の食糧危機打開に熱意を持つ各種

団体、各政党、官庁関係、言論機関等まで網

羅した食糧危機突破人民協議会なるものが

設立され、青年たちもこれに協力した。また、

この他に海外同胞引揚促進活動が進められ、

救援資金の募集、引き揚げ嘆願運動などが行

われた。 
 
２ 青年団の発足71 
 飯田下伊那地方の各村では、敗戦直後の 8
月から早くも青年団が組織されていった。こ

れは、1945（昭和 20）年 9 月「新日本建設

の教育方針」における、郷土を中心とした「自

発能力・共励切磋の団体」としての新しい青

少年団体の設置の提唱、同年 9 月 25 日文部

次官から地方長官への「青少年団体設置並に

育成に関する件」の通達に先立つものだった。

その組織形態には、村長や学校長が青年に呼

びかけて組織されていった形と、以前青年団

の中にいた人物が中心になり、青年団の必要

性を説いて組織された形とがあったという。

また、同 9 月には、各村の青年団代表が、下

伊那郡連合青年団結成促進協議会という名

目で下伊那地方事務所に集まり、結成へ向け

て構想を練ることとなる。翌 1946（昭和 21）
年 1 月飯田商業学校講堂で結成式と第一回

の団大会を行い、下伊那郡連合青年団が結成

された。 
 他にも様々な青年集団が発足する。1945
（昭和 20）年の秋、かつての自由青年連盟

（L.Y.L）の闘士たちが中心となって下伊那

                                                      
71 同上、pp.67-70。 
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人民党が結成された。そのメンバーである疎

開文化人菊池謙一を講師とする農村青年の

学習サークルが秋から冬期にかけてつくら

れはじめ、郡下の村々では、進歩的な成人層

の援助と、協力によって 10 日毎、あるいは

1ヵ月毎の定期的な講義や学習会が開かれた。

学習会を通じて組織された、喬木、松尾、下

久堅、川路、飯田等の青年の代表者たち約

20 人が、1946（昭和 21）年 2 月に同志的で

自主的な青年組織の連合体として、下伊那民

主主義同志会をつくることを相談し、3 月に

教育会館で結成大会をもった。同志会は、網

羅的な地域青年団の戦時中以来の修養団体

的国体護持的性格に対し、民主主義の自覚に

たつ青年を広く集めて学習するだけでなく、

進んで青年としての社会運動、政治運動に積

極的に参加して行くことを目指したが、会の

中でも学習等によって組織を広めることに

重点を置く者と、戦闘的な行動によって青年

のエネルギーを解放しようとする者との間

に意見の対立が起こり、その活動は衰えを見

せ始める。一方、1946（昭和 21）年 1 月に

信州青年連合が、「われわれは、郡下各地域

の革新意見をもつ同志を統合して強固な結

合体をつくり、既成青年会の推進体として後

発せんとすつもので、機関紙の発行、文化、

社会面においても運動の充実をはかり、平和

日本の建設に努力せん」との構想のもとに年

令 20 歳から 30 歳までの青年を組織し、発足

した。しかし、同連盟も当時緊急問題であっ

た食糧対策、選挙対策について一致した運動

が見られた程度で、政治的背景から、立ち消

えの状態となったという。 
 一方、郡連青の発足に 1 ヵ月遅れて、飯田

市連合青年会の前身である飯田市青年同盟

が結成される。同同盟は網羅的なものではな

く「君見ずや、革命の旗すでに国の内外にひ

るがえるを、この日、この秋、我等再び馬車

馬の如く老人指導者に盲従して戦争中の愚

をくり返さんとするか、共に然らず、この秋

こそ最も純粋に祖国を愛する我ら青年けっ

起の秋なり」とのいさましい訴えのもとに集

まった同志的な集まりであったが、後にその

同志会が中心になり飯田市連合青年団を結

成した。その後、男女別であった組織は 1946
（昭和 21）年 8 月頃に統一され、充実が図

られていった中で、野球大会、卓球大会、文

化講座などが盛んになった。また、当時の読

書活動は、農村文化協会の指導によるところ

が大きく、農文協叢書「解放の文学」「日本

農村の生活意識」などが読まれたという。同

年の暮れになって群下三団体、郡連青、郡婦

人会、壮年団では連絡協議会を結成し、ここ

では公民館の設立問題が協議され、各村々で

も公民館設置の気運が上ってくる。また青少

年の不良化にともなう対策として、全郡的に

成人式の必要性を認め、成人式の挙行が提唱

された。 
 しかし、全く動揺が無かったわけではない。

1947（昭和 22）年学制改革に伴い青年学校

令が廃止され、勤労青年の学舎である青年学

校が廃止されることから、同年 3 月県下に先

駆けて郡下青年学校生徒連盟が結成され、教

育の機会均等、勤労学徒の教育を軽視する、

などのもとに新制高校の義務制陳情などの

運動を行った。郡生徒連盟結成に伴い、村の

青年団が青年学校生徒を分離させるか否か

の問題が各所に起き組織問題に大きな波紋

を投げかけた。また、「冷たい戦争」の時期

を迎え、インフレの昂進と食糧事情の回復の

見通しもつかず生活難と生活不安に追いこ

まれたこと、官公労を中心とする占領政策を

背景に、村々の青年（次、三男が主）は出稼

ぎに出なければならなくなり、青年運動も激

しく動揺した。 
 公民館に関して、1948（昭和 23）年に青

年学校が廃止されてから各村々では、勤労青

年の教育のために補習学校を開くなどして

きたものの、1953（昭和 28）年には青年学

級振興法が制定され、市町村で行われる公的

な学習活動の場としての地位を獲得する。青

年学級の基本方針は、勤労青年の自主性を尊

重すると共に、実際生活に必要な職業または

家事に関する知識技能を習得させ、社会生活

に必要な一般教養を向上させることにあっ

た。そして、同じく勤労青年に対する教育を

目的とする定時制、通信制の高校と異なり、

学習内容、時間数、教育者の資格などにあま

り制限はなく、学級生の自主性をとり入れた

比較的自由な学級運営が展開できた。各公民

館は、積極的に青年学級を取り入れ、当初下

伊那での開設率は県下で最も高かったとい

う。 
 
３ 敗戦直後の婦人会72 
 婦人会に関しては、1901（明治 34）年に

                                                      
72 同上、pp.70-72。 
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愛国婦人会、1930（昭和 5）年に大日本連合

婦人会、1932（昭和 7）年に国防婦人会が結

成、太平洋戦争勃発後の 1942（昭和 17）年

にこれら三団体が発展的解消をして、大日本

婦人会が結成されたが、地域婦人会は正式に

は戦後成立した。 
戦後取りもなおさず肝要だったのは、婦人

参政権の実現だったが、敗戦による混乱と虚

脱感、夥しい未亡人や孤児、物資不足や食糧

難に喘いでいた婦人が、組織的、主体的に立

ち上がる条件は、内外共に充分整っていなか

った。従って、当時、中央、地方を通じて、

婦人教育の共通課題は、このような条件下に

ある婦人を、a.いかにして新有権者に相応し

いものに啓蒙していくか、b.地域婦人団体を

いかに新生させていくか、c.新教育のもとに

おける家庭教育の担い手としての母親の意

識をいかに向上させていくか等であったと

いう。 
戦後文部省においても、婦人教育の方針は、

婦人に対する公民知識の普及と新事態に即

応できる新しいリーダーの養成であり、1945
（昭和 20）年 10 月 31 日「婦人教養施設の

育成強化に関する件」が地方長官宛に通牒さ

れた。従来の官製的色彩の強い婦人団体では

なく、自主的な婦人組織の結成を要望し、そ

のための育成助長の方針を明らかにすると

ともに、それの指導者養成を目指して 12 月

４日婦人教育刷新振興協議会の実施を都道

府県に委嘱した。長野県においては、1946
（昭和 21）年 1 月 24 日に内政部長が地方事

務所長、市町村長、学校長にあてて「婦人教

育施設の設置並に育成強化に関する件」の通

達を出した。内容としては公民知識の普及

（母親学級講座）と自主的な婦人団体の育成、

婦人新指導者の育成確保を挙げている。 
 
第２節 大規模合併後の地縁組織 
１ 昭和の大合併と飯田下伊那73 

敗戦後新憲法の下に地方自治法が施行さ

れ、市町村の自主的な地位と機能は高まった

一方で、戦後の急激なインフレによる財政運

営の悪化を背景に、1949（昭和 24）年、シ

ャウプ博士を団長とする米国使節団（日本税

制調査使節団）が来日し、日本の諸税の調査

を行い、行政制度全般に亘って改革を勧告を

行う。このシャウプ勧告に従って設置された

                                                      
73 同上、p.115。 

地方財政調査委員会は、地方公共団体の規模

の合理化を提唱し、当時 5,000 人程であった

町村の平均人口を、7、8,000 人規模に拡大す

ることが望ましいとされた。これによって町

村合併問題が全国的にとりあげられるよう

になった。1953（昭和 28）年 11 月 1 日、「町

村合併促進法」が施行されると、飯田市でも

同年暮れから合併問題の調査研究が始めら

れ、第一段階として市田、座光寺、上郷、川

路、竜丘、松尾、伊賀良、鼎町の 1 町 7 ヵ村

に対し新しい田園都市の建設を提唱し、1954
（昭和 29）年 2 月に第一回の懇談会が行わ

れた。最終的には、1 市 7 ヵ村（飯田市、座

光寺、松尾、竜丘、三穂、山本、伊賀良、下

久堅）が合併に合意し、1956（昭和 31）年 9
月 30 日に新飯田市が発足する。1960 年代前

半には上記の合体合併を中心に、1961（昭和

36）年に川路村が編入合併、1964（昭和 39）
年に龍江村・千代村・上久堅村が編入合併し、

南信州最大の市となる。 
 
２ 青年団活動の実際74 
 1955（昭和 30）年を過ぎる頃から青年学

級数は次第に減少し始める。しかしそれでも、

1955（昭和 30）年以前から 1960（昭和 35）・
1961（昭和 36）年頃にかけての公民館で行

う学習活動の中では、最も整った形態と継続

性を持っていたという（〈図表 14〉参照）。

飯田市では、合併前各教育委員会が開設して

きたものを引き継ぐ形で 1958（昭和 33）年

から開設するようになった。学級生の全体学

習として、農業基本法について、農林・漁業

調査会答申について検討、明治維新について、

資本主義の成長、帝国主義の段階、大正昭和

の時代、農村と結婚、婚儀改善について、な

どのほか、今村真直による東南アジア、ソ連

視察旅行の講演、武部善人による農業基本法

と農業経営の講演も行っている。その他にも、

修学旅行やサークル（1958（昭和 33）年の

中央公民館例にすれば、演劇、社会研究、読

書会、フォークダンス、郷土史研究、コーラ

ス等75）等、形態は多様であった。 
 しかし、学級数の減少を目の当たりにし、

1961（昭和 36）年 10 月には飯田市中央公民

館において、担当の学級主事や講師を中心に

郡市の青年学級研究会が開催される。同様に、

                                                      
74 同上、pp.118-123。 
75 同上、p.121。 
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飯田市の公民館主事会でも、今後どのように

青年学級運営に取り組んだらいいのかが検

討された。特に、中卒者が年々都市に流出し、

地域に残らなくなっているにも拘わらずグ

ループやサークルなどが年々増加していた

当時の現状を踏まえ、学習内容や指導体制等

の条件整備について討論が行われ、今後の課

題として次のようにまとめたという。 
・青年の欲求、地域の課題を学習計画の上に

どう生かすか。 
・学習内容をどう編成したらいいか。 

  （イ）編成上の基本的理念について（ロ）

学習方法について（ハ）教科の設定とカリ

キュラムについて 
・学習条件をどのように整備するか 
 （イ）指導者をどのように求めるか（ロ）

設備の充実をどうするか（ハ）経費の問題

をどうするか 
 
３ 婦人会の活況と衰退 
（1）婦人文庫活動76 
 1950 年代の飯田下伊那の婦人会に特徴的

                                                      
76 同上、pp.123-125。近年、社会教育史研究に

おいてもこの活動に対する総括が進んでいる。

代表的なものとして 山梨あや「1960 年代におけ

る読書運動：飯伊婦人文庫の活動を中心に」『日

本社会教育学会紀要』第 41 号、2005 年、p.73-83、
吉田五十鈴・小林正子・久保田雅子・塩沢信子

「飯伊婦人文庫の歩み：調査記録」『社会教育研

究』第 25 号、北海道大学大学院教育学研究科社

会教育研究室、pp.79-112 など。 

な運動として婦人文庫活動が挙げられる。 
当時の農村の婦人は、日常生活の忙しさに

加え、封建的な考えによって向学心を阻害さ

れていた。また、村々に図書館はあっても、

蔵書が不十分であったが、県立図書館館長叶

沢清介の提案により、1950（昭和 25）年か

ら PTA 母親文庫が発足される。これは、子

どもの教育のためにも、母親の読書を促すた

めに、県立図書館の本を県内に回すというも

のであったが、この方式は当時の母親たちの

願いに合致し瞬く間に県下各地に広がった。

飯伊地方では、1954（昭和 29）年から「飯

伊母親文庫配本所設置」の陳情を複数繰り返

した結果、1957（昭和 32）年 7 月 15 日に飯

伊母親文庫（郡部と 1956（昭和 31）年に合

併した新市地区）が発足し、また旧市の方で

も飯田婦人文庫として 7月 20日発足をした。

婦人会を母体として発足した文庫の会員は、

飯伊母親文庫が 5,600 人、飯田婦人文庫が

1,400 人と盛況であり、毎月一回の交換配本

日になると図書館の大広間は本と会員で溢

れるほどであったという。こうして発足した

婦人文庫は、下伊那配本所の事務担当者であ

った木下右治（当時飯田図書館）の力強い指

導もあって、毎年総会と読書研修会、そして

講演会、生活記録文集の発行、読書会など多

彩な活動を展開した。 
 
（2）婦人会の崩壊状況77 
                                                      
77 飯田市公民館活動史編集委員会編、前掲、

pp.251-260。 

〈図表 14〉 1959（昭和 34）年度飯田市青年学級の概要 
青年学級の名称 座光寺青年

学級 
松尾公民館

青年専修科 
竜丘青年学

園 
高島屋高等

学園（山本） 
下久堅青年

学級 
学級生数 
 
青年学級主事 
職員（講師及補佐）

科目 職業 
家事 

一般教養 
総時間数 

学習内容の概要 
 
 
学級予算 

46（男 18 女

28） 
公民館主事 

8 人 
45 
30 

285 
360 

農業、料理、

編物、茶華道
 
91,000 円 

31（男 20 女

11） 
公民館主事 
  5 人 

72 
66 
99 

237 
農業、商業、

生花、被服 
 
194,500 円 

36（男 13 女

23） 
公民館主事 
  8 人 

256 
340 
400 
996 

文学、商業、

演劇、ペン

習字 
53,200 円 

35（男 7 女

28） 
公民館主事 
  8 人 

107 
549 
215 
871 

農業、文学、

和洋裁 
 
95,300 円 

37（男 18 女

19） 
公民館主事

  8 人 
100 
80 

120 
300 

農工、珠算、

洋裁編物、

料理 
116,000 円 

出典： 飯田市公民館活動史編集委員会編『飯田市公民館活動史』1994 年、p.118 より転記。 
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 しかし 1960 年代に入ると、一般に、婦人

会は曲り角といわれ、各地の町村の婦人会が、

会員の減少、休会、やがては解散という状況

に追い込まれていった。この傾向は、1970
年代に入るとより顕著になり、飯田市では、

1973（昭和 48）年から 1975（昭和 50）年に

かけて座光寺、伊賀良、山本、千代、上久堅、

橋北の婦人会が消滅し、その後会員減少の続

いた龍江、川路、東野も解散となる。1900
（昭和 33）年に創立された松尾婦人会も、

例外ではなく、活動のマンネリ化に対する批

判、婦人会に対する魅力の減退、役員を敬遠

する風潮、会員の不参加等々の危機感を募ら

せた。このような衰退の外的要因として、a.
経済の復興に伴う 1950 年代以降の農村から

都市への人口流出、b.三種の神器に代表され

るような 1950 年後半以降の都市化、c.1960
（昭和 35）年頃の生産構造の変容による専

業農家の減少と主婦の労働者化、d.1960〜70
年代の物価の上昇によって労働力の需要が

増したことによる、内職やパートで働きに出

る婦人の増加、等の社会背景の変化と共に、

e.1961（昭和 36）年の集中豪雨による天竜川

の堤防決壊の際に、その復旧工事に主婦の労

働力が幾年も要請される、といったように災

害も影響しているとされる。また、活動の低

迷、価値観の多様化、物資あっ旋等を中心と

した役員の負担過重から、役員になり手がな

いといった風潮も婦人会の崩壊に拍車をか

けたとされる。 
 これに伴って、かつての青年の読書運動に

とって変わるほどの勢いであった婦人文庫

も会員を減らし、読書会の回数も減少する。

対応策として、単に婦人自身の読書というこ

とではなく、各家庭に本を持ち込み、家中の

人たちが本を読みやすいようにしようとい

う「家庭文庫」活動を進めたが、本は手元に

あっても読まないという状況になっていっ

たという78（〈図表 15〉参照）。 

 以上のように、地縁組織は 1970（昭和 45）
年前後を境に、組織率を低下させ、構成員の

高齢化を招くこととなる。 
（歌川 光一） 

 
 

                                                      
78 その後、読書運動の担い手として、昭和 40 年

代には老人、若い母親に転じていったという。

同上、p.125。 

〈図表 15〉 飯伊婦人文庫グループ数・会員数の推移 

 
出典：山梨あや「1960 年代における読書運動：飯伊婦人文庫の活動を中心に」

『日本社会教育学会紀要』第 41 号、2005 年、p.76 より作成。

資料：飯伊婦人文庫『みんなで読もう 飯伊婦人文庫 40 年史』1997 年。
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第６章 「志縁」組織の現状と可能性： 
   ２団体の事例から 

 
 本章では、市内 2 つの市民団体の活動を事

例に、飯田市における「志縁」組織の活動の

現状について述べ（第 1、2 節）、地縁組織や

公民館との関係という視点から、今後の「志

縁」組織の可能性について分析・考察してい

く（第 3 節）。 
 なお本章は、2010（平成 22）年 7 月 22 日

（木）に飯田市でおこなわれた「現地学習」

における、「NPO 法人くらり net」事務局・

増田綾子さん、「IIDA WAVE」ヘッドプロデ

ューサー兼「りんご並木まちづくりネットワ

ーク」コーディネーター・桑原利彦さん（肩

書は調査時のもの。以下同じ）のお話及び当

日の配布資料と、学習会に出席された主事の

方々の発言等に基づきまとめたものである。 
 
第１節 飯田市における志縁組織の事例①

「NPO 法人くらり net」 
NPO 法人くらり net は、「飯田下伊那にあ

るさまざまな NPO の、横のつながりをつく

り、相互交流や協働の中から二次的な動きへ

つなげてい」くことを目的として設立された、

いわゆる中間支援 NPO である。市民活動団

体を側面から支援することで、活動の活性

化・ネットワーク化を図り、それらの動きを

まちの活性化につなげることが企図されて

いる。2000（平成 12）年 11 月に団体を設立、

2002（平成 14）年に事務所を構え、2003（平

成 15）年 7 月に特定非営利活動法人格を取

得した。 
具体的な活動としては第一に、「NPO プラ

ザ」という共同事務所を、地元企業の支援を

受けて運営している。「NPO プラザ」では、

事務スペースの提供、ポストやキャビネット

等の貸出、印刷機の利用などができ、市民活

動団体のセンター的施設となることが目指

されている。第二に、市民活動団体や NPO
法人の支援をおこなっており、団体の立ち上

げ・運営相談や、入門講座や会計講座、スキ

ルアップ講座、シニア層のボランティア・市

民活動促進事業（「シニアサロン」）などを実

施している79。 

                                                      
79 法人リーフレット及びホームページも参照し

た。 

また、2010（平成 22）年度から、インタ

ーネットを活用した地域コミュニケーショ

ンの促進を目的としたサイト「南信州ぽぉた

る」の運営を市から受託して運営している。

このサイトは、飯田下伊那地域のあらゆる団

体やグループ（企業も含む）が、団体加入申

し込みをしたのち、自分たちで直接情報を書

き込み発信できる形のサイトとなっている

（なお、公的団体以外は年間負担金が必要）。

ただし、システムが大きくまだサイトは完成

しておらず、現在試験運用中となっている80。 
以上のような活動を通して、中間支援NPO

である「くらり net」では、NPO 同士の連携、

ネットワーク化を図るのみならず、行政と

NPO、最近では企業と NPO の連携やネット

ワークを目指して活動を進めている。 
 なお、現在飯田市内の NPO 法人は 52、下

伊那地域まで広げると 71 の団体がある81。こ

の中で最も多いのは介護福祉系の団体であ

る。また、飯田市では、1992（平成 4）年度

から、ふるさと創生の 1 億円を基金として、

飯田市の地域づくりの活動を支援するため、

独創的で波及効果のある地域づくりの活動

に対して助成事業（「まちづくり・地域づく

り助成事業」）をおこなっている82。当初、助

成団体は市民団体がほとんどだったが、地域

自治組織導入後はまちづくり委員会の応募

もなされるようになり（2010 年度助成団体：

まちづくり委員会（含、旧自治会等）5 件、

                                                                                
「NPO 法人くらり net」http://www.clari-net.org/（最

終アクセス日：2010 年 8 月 23 日） 
80 「飯田・下伊那地域コミュニティサイト 南

信州ぽぉたる」

http://www.minapo.jp/www/index.jsp（最終アクセ

ス日：2010 年 8 月 23 日） 
81 下伊那地域の NPO 法人については、長野県ホ

ームページ内「長野県認証 NPO 法人データベー

ス」、飯田市内の NPO 法人については、内閣府

NPO ホームページ内「全国特定非営利活動法人

情報の検索」における検索結果による。 
「長野県認証 NPO 法人データベース」

http://prefnpo.ddo.jp/cgi-bin/db.cgi（最終アクセス

日：2010 年 8 月 23 日） 
「全国特定非営利活動法人情報の検索」

http://www.npo-homepage.go.jp/portalsite.html（最終

アクセス日：2010 年 8 月 23 日） 
82「ムトス飯田とは」
http://www.city.iida.lg.jp/iidasypher/www/info/detail.
jsp?id=1341 
（最終アクセス日：2010 年 8 月 23 日） 
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第３節 志縁組織の可能性 
１ 地縁組織と志縁組織 

第 5 章でみたように地縁組織の解体が進

む今日において、志縁組織への期待は大きい。

例えば木下巨一は、婦人会の保守化や、自治

的組織が「男性、しかも 60 代半ばをすぎた

人たちによって構成され、市の政策にたいす

る、「地元」としての合意形成や意思決定が

主にそういう人たちの判断によって行われ

て」おり、その世代が「地域や社会の持続的

発展という視点を持っていない」という不安

を示すと同時に、新たな動向として、農業の

特性を活かし始めた兼業農家の女性、子育て

学習を行う女性、婚姻などを機に飯田市外か

ら転入を果たした女性、女性起業家、といっ

たように、ライフサイクルの特性から、流動

性が高く、都市的な視点を持ち込みやすい女

性の役割に着目している86。今回お話を伺っ

た志縁団体も、地縁組織に比べると「若手」

の代表者に担われていると言える。 
 確かに、従来とは異なるまちづくりの担い

手への期待やその育成、活用の観点は重要で

ある。ただし、同時に、とりわけ高齢化が進

み、なおかつ自治体再編の過渡期にある今日

の飯田では、地縁／志縁が年齢や性別による

棲み分けを引き起こす可能性も無視できな

い。例えば、「地縁≒年配男性、志縁≒若者、

女性」といった構図になれば、志縁団体がテ

ーマとして取り組む「子育て」、「介護」、「福

祉」、「環境」といった課題の担い手にも偏り

が出てしまうことになるだろう。また、第 2
節にもあったように、時として暗黙の上下関

係を前提としている地縁組織と、特定のテー

マについて対等な話合いを望む志縁組織の

組織観の違いが存在していることにも注意

すべきだろう。 
既に高い自治性を有する飯田において、敢

えて「地縁」、「志縁」といった区別にこだわ

る必要性は薄いかもしれない。しかし公民館

が今後、志縁組織との連携を深め、「そのな

かで、新たな課題に向き合いながら、そこで

出会った人々と結び、そういう人々や課題を

地縁的な自治組織に送り込むような機関と

                                                      
86 木下巨一「地域と市民活動を結ぶ：地域社会

教育の可能性」佐藤一子編『NPO と参画型社会

の学び：21 世紀の社会教育』エイデル研究所、

2001 年、pp.116-123。 

して存在」87するためにも、「地縁」と「志縁」

の性質の違いやその調整といった視点もま

た重要になると思われる。 
 
２ 志縁組織と公民館 

第 1、2 節でみたように、飯田市には多様

な志縁組織が存在し、NPO という形に限ら

ず、その団体の目的に沿った組織形態をとり

つつ活動を展開している。ただし、志縁組織

同士のネットワーク、また志縁組織と行政等

その他の組織・団体との連携やネットワーク

については、まだこれからという段階にある

といえるだろう。 
公民館との関係についていえば、今回の 2

団体の事例においては、現在のところ具体的

な関係が語られることはなかった。飯田市で

も、地縁組織が衰退する中、地域住民と公民

館との新たなつながりを模索すべく、「市民

ネットワークプロジェクト」（1993（平成 5）
年の主事会プロジェクト）の取り組みやその

後の活動の展開など、公民館から志縁組織へ

のアプローチの努力がなされてきている。し

かし実際は、まだ志縁組織とのつながりは強

くないのが現状である。ある主事の方が述べ

られたように、「公民館としては NPO に声を

かけてはいけないと思っていたところもあ

るし、NPO も公民館にアプローチしづらい

と感じていたのかもしれない」というのが、

飯田市の公民館と NPO をはじめとした志縁

組織との関係の実情を示していると言える

のではないだろうか88。 
しかし、とりわけ志縁組織の側から、公民

館と積極的に関係を築いていく必要性や関

係性を持っていきたいという希望が聞かれ

た。 
 「くらり net」の増田さんは、たとえば介

護の問題で考えた時、NPO の役割は介護保

険でできない部分を補うということになる

が、それはいわば「楽しみ」の部分であり（映

画を見たい、お墓参りしたいなど）、そうし

                                                      
87 木下巨一「地域内分権の実現と新たな公民館

の可能性」『月刊社会教育』第 54 巻第 9 号、2010
年、p.19。 
88 以下の文献においても、同様のことが指摘さ

れている。木下巨一「長野県飯田市における公民

館的行政の展開と職員」日本社会教育学会企画出

版編集委員会編『学び合うコミュニティを培う：

社会教育が提案する新しい専門職像』東洋館出版

社、2009 年、p.99。 
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た細かなニーズを満たしていくには地域の

民生委員とつながり、地区単位で活動を進め

ていかないとできない、そしてその際には、

分館の協力が欠かせない、と言う。また一方

で、NPO の場合、活動は全市的なものであ

るため、このジレンマを解消する方法として、

「一番いいのはネットワークを作る」ことだ

とし、活動内容によって、地区の活動と全市

的な活動が連動していくなど、様々な種類の

組織や活動がネットワークを築いていくこ

との必要性が述べられた。 
 また、「IIDA WAVE」の桑原さんは、「たと

えば、映画会をやると考えたときに、みんな

で楽しんで、みんなに伝えたいと思ったら、

各分館でやるのがよい」と言う。その理由と

しては、「小学生、中学生や高齢者は自分の

地区から出ない」からだと指摘する。これは

増田さんと同様、地区単位での活動の必要層

の存在を示唆したものと言えるだろう。 
このように、NPO をはじめとする「志」

で結び付いた活動であれ、子どもや高齢者を

対象とする／子育てや介護に関わる活動な

ど、対象や内容によっては、最も小さい地区

単位をベースに活動やつながりを築いてい

く必要があることが語られた。 
ボランティア団体・NPO 等の志縁組織と

地縁組織の連携・協働やネットワーク化は、

こうした「必要性」にとどまらず、より積極

的に、コミュニティ形成に寄与するものとし

てその重要性が指摘されている。たとえば広

井良典は、現在迎えつつある成熟化・定常化

の時代においては、いわば「時間化」から「空

間化」へと、構造変容が生じていると指摘す

る。すなわち、「成長」を尺度とする座標軸

そのものが背景に退いていくとともに、それ

と並行して各地域の地理的・風土的多様性と

いうことが再認識され、新しい意味や価値が

浮かび上がってくる、という。そして、こう

した変化の下で大きく以下の 2 つが課題に

なると広井は述べる。第一に、「福祉」を場

所・土地に返すことである。つまり、「福祉

というものをその土地の特性（風土的特性や

歴史性も含む）や、人と人との関係性の質、

コミュニティのあり方、ハード面を含む都市

空間のあり方と一体のものとしてとらえて

いくことが重要になってくる」。第二に、

「NPOその他ミッション型コミュニティ（な

いしはテーマコミュニティ）が、地域の空間

を舞台としながら、自治会・町内会等を含む

（伝統に根ざした）地域コミュニティとクロ

ス・オーバーしていくこと」である89。 
したがって、志縁組織による目的特化型の

活動であっても、大きく「福祉」に関わるよ

うな分野に関しては、地域・地縁ベースの組

織、活動やそれとのネットワークが不可欠で

あることがわかる。しかし、すでに指摘のあ

るように担い手の相違等から地縁／志縁の

組織や活動の棲み分けや分断が起こる可能

性は高い。とりわけ、新しい組織である NPO
などの志縁組織が、直接的に地縁組織と関係

を築いたり、ある地域に根付いた組織となり、

活動を展開していくことは非常に難しい現

状にある。 
しかしながら、飯田市においては、ここに

公民館／公民館主事の役割があると考えら

れる。こうした志縁組織（の活動）と地縁組

織（の活動）の連携やネットワークは、飯田

市においては、地域に根ざした配置がなされ、

地縁組織と深い関わりを持って展開されて

きた公民館の支援によってこそ可能となり、

そこには主事がネットワークをつなぐ存在

として関わることが大きく求められるので

はないだろうか。スローガンのように掲げら

れる「行政と NPO の協働」の実現に困難さ

がつきまとうように、行政と NPO との関係

形成には難しさがある90が、行政の中でも異

質な位置づけにあり、地域や住民に「近い」

存在であると認識されている公民館、公民館

主事だからこそ、行政内部の組織、行政職員
                                                      
89 広井良典「コミュニティとは何か」広井良典・

小林正弥編『双書 持続可能な福祉社会へ：公共

性の視座から 第 1 巻コミュニティ』勁草書房、

2010 年、pp.28-29。他にもたとえば、山崎丈夫

「地域住民組織と NPO が協働したコミュニティ

づくり」コミュニティ政策学会・研究フォーラム

編集委員会編『コミュニティ政策 1』東信堂、

2003 年、pp.79-92、佐々木毅・金泰昌編『公共哲

学 7 中間集団が開く公共空間』東京大学出版会、

2002 年、pp.180-192 などがある。また、社会教

育の視点から述べたものとして、木下巨一「地域

と市民活動を結ぶ：地域社会教育の可能性」、前

掲、pp.116-123 が挙げられる。 
90 たとえば世古一穂は、行政と NPO は社会的ミ

ッションが異なるという理由から、「行政による

NPO の支援」という認識の枠組み自体に疑問を

呈している。世古一穂「参加協働型社会に向け

て」同編『参加と協働のデザイン：NPO・行政・

企業の役割を再考する』学芸出版社、2009 年、

p.15 参照。 
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でありながらも、上のような役割や支援のあ

り方が可能であるのではないか。また、各地

域だけでは解決不可能な問題、全市的な課題

については、飯田市公民館や主事会によるネ

ットワークを生かし、対応することが可能で

あり、またそうした対応が求められるだろう。

さらに、社会教育施設としての公民館という

視点に立てば、こうした関係形成の中で主体

的な市民を育てることが求められていると

も言えよう。 
 なお、以上のような志縁組織と地縁組織の

ネットワーク、及びそこにおける公民館、公

民館主事の役割の可能性を示した事例とし

ては、次章の鼎公民館の事例が参考になると

思われる。 
（佐藤 晃子・歌川 光一） 

 
 
第７章 「志縁」組織と地縁組織の融合：

鼎地区における子育て支援活動と

公民館 
 
 本章では、飯田市内の公民館の中でも先進

的な子育て支援の取り組みといえる「鼎子育

てネットワークすくすくの樹」（以下、「すく

すくの樹」）の活動を事例に、公民館を拠点

に、市民を主体とした子育て支援活動がどの

ように展開されているのか、また、そこにお

いて公民館及び公民館主事がどのような役

割を果たし、どのように両者の関係を形成し

ているのか、分析・考察をおこなう。 
 本章の構成は以下の通りである。第 1 節で

は鼎地区、第 2 節では鼎公民館、第 3 節では

鼎公民館における子育て支援事業・活動、そ

れぞれについて概要を示し、第 4 節で「すく

すくの樹」の取り組みについて、その経過と

現在の活動内容を整理する。以上を踏まえ第

5 節では、「すくすくの樹」の取り組みの特

徴を、「『志縁』組織と地縁組織の融合」と位

置づけ、それを可能とした背景を、「志縁」

組織と公民館／公民館主事の両側面から分

析・考察する。そして最後に、今後の調査・

研究課題を示す。 
 なお、第 1～4 節は、2010（平成 22）年 3
月 17 日（水）に飯田市でおこなわれた「現

地学習」における、「すくすくの樹」代表・

吉川由紀子さん、元代表・山田安世さん、鼎

公民館主事・本島秀勇さん（肩書は調査時当

時のもの。以下同じ）のお話及び当日の配布

資料に基づきまとめたものである。 
 
第１節 鼎地区の概要 
 1875（明治 8）年、3 村（山村、名古熊村、

一色村）が合併し、現在の鼎地区にあたる鼎

村が誕生した。鼎（3 つの足に支えられた中

国の器）の足のように融合し、自治を振興、

発展させていこうとする願いのもとに「鼎」

と命名された。その後、1954（昭和 29）年

に町制が施行され、1984（昭和 59）年に飯

田市と合併した。 
 鼎地区は飯田市の中心部に位置する 3 段

の段丘の町である。面積は市内で最も小さく

（6.2k ㎡）、他方で、人口は 13,528 人、世帯

数は 4,921 戸（2009（平成 21）年 4 月 1 日現

在）と市内でも大規模地区に位置付き、人口

密度が高い地区となっている。この背景には、

1994（平成 6）年に地区西部に国道 153 号線

が開通したことにより急速に開発が進んだ

ことがある。また、これによって都市化が進

み、転出入が非常に激しいのに加え、核家族

も増加しており、地域のつながりは薄くなっ

てきている。 
 
第２節 鼎公民館の概要 

鼎公民館は、1949（昭和 24）年に設立さ

れた。戦後、新体制のもとに再出発した婦人

会、青年団、壮年団が公民館発足の原動力と

なり、中心的な役割を担った。当初、庶務、

教養、図書、体育、厚生、農産、商工、編集、

娯楽等多くの部が事業を進めていたが、社会

情勢や事業内容の変化に伴い徐々に統合さ

れ、現在は、文化、体育、広報の三委員会制

をとっている。また、発足当初から各地区に

分館がおかれ、現在も 10 地区すべてに分館

が設置されている。人口 344 人、世帯数 128
の西鼎分館から、人口 2,693 人、世帯数 930
の上山分館まで、分館の規模に差がある構成

になっているが（〈図表 17〉）、並立配置の原

則に従い、本館はどの分館についても同様の

支援を行い、他方でいずれの分館も本館の活

動を支える仕組みとなっている。 
鼎公民館でも、本館・分館問わず、その時々

の地域住民の関心や地域課題に沿って学習

活動が展開されてきた。その中で近年課題と

なっているのは、他地区と同様、組合未加入

が増加していることである。鼎地区は組合加

入率 71.6％（3,524 戸）で、市内でも低い加

入率となっている。その背景には、転出入が
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激しいアパートの増加、高齢化などがある。

またそれと並行して、「地域離れ」も進んで

おり、こうした中で、「地域づくり」のため

の「人づくり」を公民館がどのようにすすめ

ていけるか、鼎地区において大きな課題とな

っている。 

 
第３節 鼎公民館における子育て支援事

業・活動 
 飯田市及び公民館において、「地域におけ

る子育て支援」は重要な施策の一つである。

「第 5 次基本構想・基本計画」（2007（平成

19）～2016（平成 28）年度）では、9 つの政

策の一つに「市民が学び、学び合うことに喜

びを持つこと、豊かな心を持つこと、地域の

担い手となること、豊かな人間関係をつくる

こと」を目標とした「地育力によるこころ豊

かな人づくり」が設定されている。そして公

民館は、その「地育力」向上の拠点としての

役割が求められており、そのための重点目標

の第一番目に「子どもを持つ親を対象に、子

どもの発達段階に応じた基本的な生活習慣

の習得を目的として、親や子の仲間づくりを

進めるとともに、学習機会を提供する」こと

が掲げられている91。すなわち、飯田市では、

子育て支援が地域づくりと関連性を持って

とらえられており、地域づくりを通じた子育

て支援／子育て支援を契機とした地域づく

                                                      
91 『平成 20 年度飯田市公民館活動記録』2009 年

3 月、pp.1-2。 

り＝地域における子育て支援が目指され、そ

の拠点として公民館が位置付けられている

と言える。 
 公民館の子育て支援に関わる具体的な事

業・活動は、地域性、地域課題を考慮しつつ、

行政事業のみならず、地域団体としての活動

など様々な形で種々実施されている。鼎地区

には、子ども関連施設として公民館のほかに、

保育所 4 か所（公立 3、民間 1）、小学校 1 校、

中学校 1 校、高校 2 校（ともに県立）、学童

保育 3 か所等があり、子ども向けの地域行事

（子獅子、「おんべ」など）やスポーツ少年

団などの地域団体活動も盛んである。また、

現在の鼎地区の子ども・子育てに関わる地域

課題としては、○公立 3 保育所の民営化、○

学童保育の不足、○不登校の増大と地域での

解決の困難さ、○不審者問題、○都市化によ

る健全育成面での環境悪化、○地域離れの進

行、○核家族化による地域や家庭の教育力の

低下、○体験活動の不足、などがある（本島

主事の整理による）。 
以上を踏まえて、鼎公民館では次のような

事業・活動が行われている。まず、乳幼児学

級（乳幼児教育支援事業）がある。これは全

ての公民館で実施されている事業であるが、

「行政施策といってもやり方は地域に任さ

れている」（本島主事）と言うように、公民

館ごとで対象・内容・方法は異なる。鼎公民

館では、1、2、3 歳児各学級を開講し、主事

と保健師、保育士で担当地区を持ち、連携し

て学級を進めている92。その他の事業・活動

として、子育て講座（鼎子育てネットワーク

すくすくの樹「子育てのツボツボ講座」）、親

子向けの料理教室、小学生の夏休み中の居場

所づくり（「かなえっこどっきどきスクー

ル」）、地域を知る親子向けの体験講座（かな

え再発見「地育力向上講座」地域を学び歩こ

う「ずんずんず～ん隊」）などがある93。この

うち、「子育てのツボツボ講座」、「どっきど

きスクール」や「ずんずんず～ん隊」などは

次節で述べるように、子育ての当事者を主体

                                                      
92 内容については、現地学習時配布資料 1 所収、

本島秀勇・矢澤美枝・松村由美子「つながりあう

乳幼児学級に」（第 49 回社会教育研究全国集会

（2009 年）報告資料）参照。 
93 前掲『平成 20 年度飯田市公民館活動記録』、

pp.102-108 参照。 

〈図表 17〉鼎公民館分館の構成 

  
人口

（人）

世帯数

（戸） 

組合加

入数

（戸）

下山分館 1,922 711 494 

東鼎分館 447 167 136 

西鼎分館 344 128 92 

下茶屋分館 461 185 138 

中平分館 1,674 624 436 

上茶屋分館 415 157 119 

切石分館 2,457 888 676 

上山分館 2,693 930 733 

一色分館 1,078 373 285 

名古熊分館 1,890 681 415 

（2009（平成 21）年 4 月 1 日現在） 
出典：現地学習時配布資料 1 所収「飯田市鼎

公民館の構造図」より筆者作成。 
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として企画・運営されている活動であり94、

まさに飯田市の公民館の「住民参画の原則」

が貫かれた活動が行われていると言える。 
 
第４節 「鼎子育てネットワークすくすくの

樹」の取り組み 
１ 「すくすくの樹」発足に至るまでの経過 
 「すくすくの樹」発足時代表の山田さんは、

転勤族で、10年ほど前飯田市に移ってきた。

飯田に住んで感じたのが、この地の食文化の

豊かさだったという。元調理師であり、健康

管理士の資格も持っている山田さんは、家族

の健康や自身の弱い体質もあり、「食が人を

つくる」という意味での食の重要性を感じて

おり、飯田の地で「食育」という視点から地

域の子どもたちを育てていけたらと考える

ようになった。そして、その相談に向かった

のは公民館であった。まず公民館に相談に行

ったのは、公民館職員の「顔が見えて」おり、

公民館を「身近に感じていた」からであった。

新住民と呼べる山田さんであるが、地域でバ

レーボールをやっており、その試合にはいつ

も公民館の館長や主事が来て、よく声をかけ

てくれたそうだ。 
 相談の結果、2004（平成 16）年に公民館

の講座として食育講座を実施することとな

った。そこに集った食や子育てに関心のある

メンバーたちは「とても元気で、あれもやり

たい、これもやりたいと盛り上がり」、半年

の講座が終わる頃には、その後の活動をどう

するか考えていたという。それに対し「サー

クルの形にしてみたら」という主事からの提

案があり、有志が集って 2005（平成 17）年

4月「食育サークルもぐもぐ隊」を発足した。

8世帯の親子で構成される自主サークルとし

てスタートし、調理実習や学習会、地域住民

の協力を得ての農業体験（上茶屋分館で行わ

れていた地域の農作業（田植え・稲刈り）へ

の参加、田畑を借りての米やとうもろこしの

栽培など）、近隣の農業高校の生徒との交流

（たとえば、料理教室での高校生によるソー

セージづくりの指導など。ソーセージづくり

の指導の際には、高校生たちは地域の人に作

                                                      
94 なお、経費に関して、たとえば「子育てのツ

ボツボ講座」（年 3 回）は「家庭教育推進事業」

としてすべて公費で実施されているが、サーク

ル等の自主企画講座は参加者の自己負担とサー

クル経費から支出されている。 

り方を習いに行き、それを子どもたちに教え

た）など活動を展開していった。また、学習

したことを地域に返そうと、乳幼児学級や保

育所などに出向き、人形劇（エプロンシアタ

ー）で食の大切さを伝える活動等もしている。

その後、「もぐもぐ隊」は 33 世帯、親子約

100名が登録する団体となっている（2009（平

成 21）年現在）。 
 さらに「もぐもぐ隊」のメンバーたちは、

学習の機会を求め、学びを深め行動を起こし

ていった。2006（平成 18）年には、メンバ

ーの有志が県の「ボランティアコーディネー

ター養成講座」を受講する。そのなかで、先

進事例として紹介された下校時の安全確保

の取り組みに共感し、鼎地区でも具体的に何

ができるか勉強しようと、2007（平成 19）
年には、県の「子育て支援者養成講座」を受

講した。そして、この講座を受けたメンバー

を中心に、「子どもの居場所づくり」に向け

て実際に行動に移していくことになる。これ

に前後して、メンバーの母親たちの中からも、

不審者情報や子どもが私有地に入ると学校

に連絡がいき遊び場がないなど、「子どもの

居場所がない」という話も出ており、「やっ

てもらうのを待っていても仕方がない。自分

たちが困っているのだし、やりたいことがあ

るのだから自分たちでやるべきだ」という方

向で固まったという。次の行動に向けて、相

談に行ったところもまた、公民館であった。 
 主事のアドバイスによって、2006（平成

18）年 10 月、「かなえっこすくすくプロジェ

クト」を立ち上げ、まず地域の現状を知るた

めに、小学校・幼稚園・保育所の保護者に対

するアンケートを実施した（「子どもの現状

と子育てに関するアンケート調査」）。このと

きのプロジェクト及びそのメンバーが「すく

すくの樹」の前身となっている。そして、実

施したアンケート結果を分析し、そこから 2
つの地域課題を見出した。1 つめが、親を対

象とした子育て講座の開催、2 つめが、子ど

もたちの体験教育活動の必要性、である。 
そこで、「まず、自分たちができることを」

と、講座の開催に取り組み、2007（平成 19）
年 6 月から「子育てのツボツボ講座」を開講

した（2009（平成 21）年現在も継続実施中）。

さらに同年夏には、体験活動と夏休みの子ど

もの居場所づくりを目的として、小学生を対

象に「かなえっこどっきどきスクール」を開

催した。定員は 30 名とし、同年は 28 名が参
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加した。鼎公民館 4 階の大会議室を拠点に、

昔遊び（おてだま、けん玉）、レンズ工場へ

の見学、川遊び、野外での手作りピザ作りな

どをおこなった。また、「もぐもぐ隊」の活

動で交流のある農業高校の生徒たちによる

手づくりおやつの差し入れもあった。以降、

「どっきどきスクール」は毎夏実施されてい

る。なお、「どっきどきスクール」について

は、補論 2 に事例報告がある。そちらも参照

されたい。 
 こうした活動を経て、2008（平成 20）年、

子育てを通じてつながった縁を大切にしよ

うと、プロジェクトメンバーと「子育てのツ

ボツボ講座」受講者有志で「鼎子育てネット

ワークすくすくの樹」を発足した。発足の直

接の契機として、講座を通じ、子育て中の母

親たちが「情報はあるけど何か不安という

（漠然とした）子育ての不安を感じている」

ことや「心のよりどころを求めている」のを

肌で感じたのが大きかったという。そして、

それをネットワークづくりへと発展させた

のは講座講師であり、講師が「お母さんたち

をつなぐ接着剤のような役割」を果たし、行

動へと向けて「背中をポンと押してくれた」

という。「すくすくの樹」はその後、鼎公民

館を拠点として活動している子育てサーク

ル 7 団体と連携し、2009（平成 21）年 8 月

現在 8 団体、個人会員 157 名で構成されてい

る。 
 「すくすくの樹」の「イメージ図」は〈図

表 18〉のようになる。「すくすくの樹を拠り

所として、各団体が実となり葉となり、学び

を栄養として、すくすくの樹とともに成長し

ていこうとする姿」95がこのイメージ図に集

約されている。 
 
２ 現在の活動内容 
 現在、「すくすくの樹」で行われている活

動は、以下の 4 つである。 
（1）講座・イベントの企画と開催 

「すくすくの樹」メンバーと各団体代表に

よる運営委員（18 名）が、月一回の運営委

員会で講座・イベントを企画している。その

時々の子どもの様子や子育ての現状に応じ

                                                      
95 現地学習時配布資料 2 所収、吉川由紀子・山

田安世「鼎子育てネットワークすくすくの樹の取

り組み」（第 49 回社会教育研究全国集会（2009
年）報告資料）より。 

て企画しており、2008（平成 20）年度は「幼

児期」、「思春期」、「親の心のコントロール」

をテーマに 3 回の講座を開催した。また、各

団体や登録サークルによる独自企画も年 1
回ずつ企画・開催される。2008（平成 20）
年度は、「お父さんと遊ぼう」（秘密基地づく

り）、親子体操、親子フリーマーケットなど

がおこなわれた。 
（2）おしゃべりポストの設置 

講座やイベントに参加できにくい親にア

プローチするために、公民館内に「おしゃべ

りポスト」を設置している（写真）。これは、

「ポスト」と電子メールで子育て相談を受け

付け、先輩ママやカウンセラー、専門家が回

答するものである。回答は公民館内の掲示板

とブログ、公民館報に掲載される。地域ラジ

オ局の子育て悩み相談番組ともタイアップ

しており、その番組内で取り上げられること

もある。 
（3）広報活動 

会員内への連絡にはメーリングリストを、

活動報告、お知らせ、悩み受け付け・回答、

入会受け付けなどにはブログ96を活用し、広

報活動をおこなっている。また、講座やイベ

ントの開催チラシ、会員募集チラシはできる

だけ手作りで作成することを心がけている

という。 

                                                      
96 「鼎子育てネットワーク『すくすくの樹』blog」
http://kanae-kosodate.sblo.jp/（最終アクセス日：

2010 年 5 月 15 日） 

〈図表 18〉「すくすくの樹」イメージ図
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（4）「かなえっこどっきどきスクール」への

協力（前出、第 4 節 1 参照） 

 
 
３ 公民館からみた「すくすくの樹」／「す

くすくの樹」からみた公民館 
 では、以上のように公民館を基盤として活

動を展開している「すくすくの樹」の活動は、

公民館から見てどのように位置づけられて

いるのか、一方、「すくすくの樹」から見て

公民館はどのような存在ととらえられてい

るのか、鼎公民館の本島主事、「すくすくの

樹」代表吉川さん、元代表山田さんの発言を

引用しつつまとめたい。 
 本島主事は、主事からみた「すくすくの樹」

の活動の意義として、総合的な子育て支援の

可能性と当事者性を挙げた。すなわち、第一

に、「『すくすくの樹』の活動によって、0～
18 歳まですべての年代を通して子育てをサ

ポートすることができる」こと、第二に、「当

事者主体ならではのすばやい取組（実践）が

できる」こと、である。 
しかし同時に、これを可能とする背後には、

地域の拠点としての公民館、地域をつなぐ主

事の存在、支援があると言える。吉川さんや

山田さんは、「すくすくの樹」等での活動に

おける、公民館及び公民館主事の役割の大き

さや重要性を指摘している。それは第一に、

公民館、そして主事のサポートあっての活動

である、ということである。「『あれがやりた

い』『これがやりたい』という気持ちを聞い

てくれる。それがあるからこそ、活動が続け

ていけると思う。やりたい気持ちを受けてく

れるのが公民館」だという。第二に、公民館

が地域の他の施設や団体のパイプ役になっ

ていることの意義である。地域の他施設・団

体とのつながりは、公民館が仲介役となって

いるからこそ可能であり、また、公民館活動

として公民館の名前が付されるからこそ、よ

いイメージとともに「すくすくの樹」の名前

も広く知られるようになっているという。実

際、2006（平成 18）年に実施した保護者向

けアンケートは、公民館長名で実施し、配布

や回収も公民館が間に入っておこなったこ

とで、多くの回答が得られている（小学校、

幼稚園、保育所に通う子ども（保育所未満児

のぞく）の全保護者を対象に実施、回収率

80.8％）。 
 このように、子ども・子育てに関わる地域

課題の解決に向けて、公民館（主事）と子育

て当事者が協力しあい、補い合いながら、「す

くすくの樹」及びそれに至る子育て支援活動

を進め、取り組んできている様子がうかがえ

る。 
 
第５節 まとめと今後の課題 
 90 年代後半以降、公的な子育て支援サー

ビスと同時に、子育てサークルやネットワー

クに代表される、当事者を主体とした自主的

な子育て支援活動が全国で盛んに展開され

ている。そして後者の活動は、地域や地縁組

織といった従来の枠にとどまらない、相互扶

助的または「志縁」的な性質を持つものが主

であると言える。「すくすくの樹」やその出

発点となった「もぐもぐ隊」の活動も、地域

の子ども・子育て課題の解決を志向する志縁

型の組織であり活動であると言えるだろう。

「外から来てアパート住まいで、地縁のつな

がりの強い中に入れなかった。組合にも入れ

なかった。それならば、自分たちの居場所を

つくるしかないと思った」（山田さん）97とい

う言葉に、組織・活動の志縁的性格への志向

性が明確に表れている。 
 しかし、「すくすくの樹」に至る諸活動は

それにとどまらず、活動の展開とともに地域

住民との交流を深め、地域や地縁組織とのつ

ながりを形成していった。ここに志縁組織と

地縁組織の＜融合＞と呼びうる「すくすくの

樹」の取り組みの特徴がある。 
 この背景には、第一に、明確な目的意識を

持った活動でありながらも、関わった主要メ

ンバー個人、そして組織としての地域や地域

課題への意識が高かったということが挙げ

られる。「地域に育ててもらったものを返す」

意識がある（吉川さん）、「もぐもぐ隊には『ど

                                                      
97 これは、全員向けのお話の後、筆者が山田さ

ん本人から直接うかがったお話の内容である。 

 
〈写真〉「おしゃべりポスト」 
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こどこの誰々が～に困っている』という話を

するメンバーや自分事だけでなく、他人事ま

で考える人たちが集まっていた」（山田さん）

という。 
 当事者を主体とした子育て支援活動は、先

に述べたように相互扶助的、または志縁的な

性質を持つ組織や活動が多く、逆にいえば地

域や地縁組織とは分断されがちである98。ま

たそれゆえ、組織や集団としての同質性も極

めて高くなりがちである99。そうした現状を

踏まえると、子育てネットワークの社会的広

がりという点で、「すくすくの樹」に至る諸

活動に地域住民や地縁組織を巻き込んでい

ったことの意味は大きいといえるだろう100。

これは、子育てをめぐる家族関係や地域の共

同体的関係の問い直しにもつながりうると

考えられる101。 

                                                      
98 2004（平成 16）年 8 月に「子ども NPO」（「子

どもの健全育成」を主目的に掲げている NPO 法

人）対象におこなわれた調査結果によると、地縁

組織との日常的な関わりを持っている子ども

NPO は 26.9％であり、地縁組織とのかかわりの

薄さが指摘されている（子ども NPO と行政の協

働に関する調査委員会編『子ども NPO と行政の

協働に関する調査報告書』特定非営利活動法人日

本子ども NPO センター、2005 年、pp.32-33 及び

pp.54-66 参照。なお、本調査には筆者も調査委

員として参加した）。 
99 山根真理「『次世代育成支援』時代の母親意識」

大和礼子・斧出節子・木脇奈智子編『男の育児・

女の育児：家族社会学からのアプローチ』昭和堂、

2008 年、pp.87-88 参照。 
100 子育て（支援）ネットワークの展開における

課題として、地域に根ざすことの重要性が指摘

されている（村田和子「親がつながる地域づく

り：貝塚市“子育てネットワークの会”から」「月

刊社会教育」編集委員会編『公民館 60 年：人と

地域を結ぶ「社会教育」』国土社、2005 年、

pp.141-142）。また、母親個人の子育てネットワ

ークについても、育児不安の軽減や重層的な地

域ネットワークのサポート効果という意味で、

その広がりの重要性が示唆されている（たとえば、

松田茂樹『何が育児を支えるのか：中庸なネット

ワークの強さ』勁草書房、2008 年、中西康子「都

市郊外の子育て活動：郊外第二世代に注目して」

玉野和志・浅川達人編『東京大都市圏の空間形成

とコミュニティ』古今書院、2009 年、pp.342-353
など）。 
101 恒吉紀寿「子どもの育成と地域連携」（鈴木

敏正他「地方分権下の地域創造と生涯学習の構造

化に関する理論的・実証的研究 公民館実践と

 地域や地縁組織との関係形成が可能とな

った背景として第二に、公民館と公民館主事

の存在を挙げることができる。「すくすくの

樹」元代表の山田さんは、公民館（主事）を

「つなぎ役」であると表現する。子育て当事

者が主体となって、当事者／団体同士がつな

がり合うことを目的としているのが子育て

ネットワークであるが、「つなぎ役」として

公民館が媒介となることで、その組織、ネッ

トワークが公民館を支え取り巻く地域や地

縁組織とも接合されていき、そのことによっ

て、組織や活動の安定性や広がりを生み、活

動を継続、発展させることに成功しているよ

うに見える。そしてこれは、第一に挙げた志

縁組織側の地域や地域課題への意識の高さ

と大きく関係していると考えられる。志縁組

織が地域課題への意識をもち、それを公民館

とともに模索してきたことで、地域への「つ

なぎ」がうまく展開していったのではないか

と推測される。 
 以上のように、「すくすくの樹」に至る諸

活動は、公民館を基盤として、当事者の地域

への志向性と地域の拠点としての公民館の

志向性が重なり合い、主事の「つなぎ」を契

機とすることで、志縁組織と地縁組織が組織

を超えた地域のネットワークとして融合し

つつ活動を展開している事例としてとらえ

ることができる。第 6 章でみたように、NPO
など志縁組織と地縁組織の連携やネットワ

ーク化は、地域コミュニティの形成という意

味においてその重要性が指摘されており、そ

の仲介役として公民館／公民館主事に期待

がもたれるが、実態としてはまだこれからの

段階といえる。そうした中で、鼎地区におけ

る「すくすくの樹」の取り組みは、公民館を

媒介とした志縁組織と地縁組織の関係構築

の方法、連携・協働やネットワーク化のあり

方等について、より詳細に検討すべき事例と

して注目できるのではないだろうか。 
ただし、今回の調査では概要についてうか

がったにとどまり、以上述べてきたことはそ

こからの仮説的な分析・考察にすぎない。今

後、これを精緻化していくには、鼎地区の地

域の状況、「すくすくの樹」の活動の具体的

                                                                                
『地域をつくる学び』：飯田市からの提起」所収、

第 4 章第 1 節）『生涯学習研究年報』第 9 号、北

海道大学高等教育紀要開発総合センター、2003
年、pp.192-196 参照。 
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な内容、プロセス、そこへの人の関わり方／

関わる人の意識などについてより詳細に調

査し多面的に把握することが必要であり、そ

の上で、子育て支援という一つの具体的な実

践課題、活動を通して、公民館を基盤とした

地域づくりのあり方について検討していく

ことが求められよう。その際、ここまでみて

きたことからわかるように、1）志縁組織と

地縁組織の関係性、2）公民館及び公民館主

事の役割（さらには「専門性」のあり方）、

が大きな論点となると考えられる（第 6 章第

3 節も参照のこと）。以上については今後の

課題とし、さらなる調査研究をすすめていけ

たらと考えている。 
（佐藤 晃子） 
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